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１．議事日程 

   （平成１８年第２回安芸高田市議会６月定例会第４日目） 

 

平成１８年６月１５日 

午 前 １ ０ 時 開 会 

於 安 芸 高 田 市 議 場 

 

日 程 第 １  会議録署名議員の指名 

日 程 第 ２  一般質問 

 

 ２．出席議員は次のとおりである。（２２名） 

１番    明 木 一 悦    ２番    秋 田 雅 朝 

３番    田 中 常 洋    ４番    加 藤 英 伸 

５番    小 野 剛 世    ６番    川 角 一 郎 

７番    塚 本  近    ８番    赤 川 三 郎 

９番    松 村 ユ キ ミ   １０番    熊 高 昌 三 

１１番    青 原 敏 治   １２番    金 行 哲 昭 

１３番    杉 原  洋   １４番    入 本 和 男 

１５番    山 本 三 郎   １６番    今 村 義 照 

１７番    玉 川 祐 光   １８番    岡 田 正 信 

１９番    渡 辺 義 則   ２０番    亀 岡  等 

２１番    藤 井 昌 之   ２２番    松 浦 利 貞 

 

   ３．欠席議員は次のとおりである。（なし） 

 

   ４．会議録署名議員 

    ５番    小 野 剛 世    ６番    川 角 一 郎 
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   ５．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（１９名） 

市     長    児 玉 更太郎     助     役    増 元 正 信 

収 入 役    藤 川 幸 典     総 務 部 長    新 川 文 雄 

自治振興部長    田 丸 孝 二     市 民 部 長    杉 山 俊 之 
福祉保健部長兼

福祉事務所長    廣 政 克 行     産業振興部長    清 水  盤     
建設部長   

兼公営企業部長    金 岡 英 雄     教 育 長    佐 藤  勝   

教 育 次 長    沖 野 清 治     消 防 長    竹 川 信 明    

八千代支所長    岡 田 敦 男     美土里支所長    立 川 堯 彦      

高 宮 支 所 長    猪 掛 智 則     甲 田 支 所 長    宍 戸 邦 夫      

向 原 支 所 長    益 田 博 志     総 務 課 長    高 杉 和 義      

財 政 課 長    垣 野 内  壮      

 

   ６．職務のため議場に出席した事務局の職氏名（４名） 

事 務 局 長  増 本 義 宣    議事調査係長  児 玉 竹 丸   

書 記  国 岡 浩 祐    書 記    倉 田 英 治 
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～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   開会前でございますが、クールビズについてご了解をお願いいたし

ます。 

一昨日も申し上げましたが、安芸高田市議会におきましても、地球

温暖化対策の一つとして、昨年度に引き続き、本年度もクールビズを

実施いたします。 

実施する内容につきましては、本会議においては、節度を保つため、

ネクタイを着用いたしますが、上着については議長の許可により脱衣

できることといたします。 

本日はどうぞ上着を脱いで議事に参加いただきたいと思います。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前１０時００分 開会 

◯松 浦 議 長   それでは、時間が参りました。 

ただいまの出席議員は２２名であります。 

定足数に達しておりますので、直ちに本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、予めお手元に配布したとおりであります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

日程第１  会議録署名議員の指名 

◯松 浦 議 長   日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第７９条の規定により議長において、

５番、小野剛世君、６番、川角一郎君を指名いたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

日程第２  一般質問 

◯松 浦 議 長   日程第２、一般質問を行います。 

一昨日に引き続き質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

１８番 岡田正信君。 

○岡 田 議 員   はい。１８番。 

１８番、日本共産党の岡田正信でございます。市長に３点にわたっ

て質問をいたします。 

最初の１番目は、建設工事の入札について伺うところであります。 

平成１７年度の５月から、今年の３月までの建設工事の最終入札結

果閲覧というのがあります。１２４件、私目を通させていただいたん

ですが、すべて指名競争入札によるものでございますが、この中で、

予定価格及び安全価格と言いますか、行政の方から７５％の予定価格

いうか、最低価格いうものを設けておりますが、ことによりましたら

その中で最低価格が４社くらい入札に参加されている。最終的には抽

選の結果、落札したと、こういう状況が伺われたわけであります。し

たがって、指名入札競争であっても何かの問題がなかったのかどうな

のか。適性であったのか、伺うところでございます。 

２番目の法改正後の介護保険の問題でございます。 

先日同僚議員が伺っておりますが、介護保険というのは、ご承知の
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とおり、３年ごとに見直すと。今回の場合は、特別サービス部門を別

会計を設けたように、かつての介護保険から軽いといいますか、介護

度が軽いほうの分をひとつランクをつけまして、従来の要支援をサー

ビス法に別会計にしたいということから、特別に予防プラン、こうい

うものをつくらなければならんと。これだけは先に決まったわけです

が、私も文教厚生常任委員会におりますから、説明を受けましたけれ

ども、その当時、政府の方からどういうことをどうするかということ

が詳しくまだ出ておらんわけです。いまだに、まだそこらが問題ある

そうですが、それでも４月からスタートしたわけです。取り急ぎしな

くてはならない行政に問われているのは、予防サービスのプラン制作、

これが大変忙しいようであります。しかしサービスの方は、既に社協

とのホームヘルパーの派遣事業にしましても、報酬まで下がっとりま

すから、難しい面があちこちで起きとるようでございます。そういう

なかでも市長としては、今まであった介護サービス、会計は別れても

国のこの制度はしたらいかん、あれはしたらいかんということが出て

きとりましょうが、サービスの低下に繋がらん方策を市長自身が持っ

ておられるのかどうかお伺いするところであります。 

３番目の障害者自立支援法。これまた昨年国会で決まったわけです

が、猶予期間がありまして、本格的には１０月をめどにスタートする

ようでありますが、その中身も大きく変わりまして費用の１０％定率

負担が求められる、これだけは決まったわけです。それと同時にこの

障害者の区分と言いますか、知的障害者、精神障害者、身体障害者、

これが今まではその区分によって、サービスもそれなりに位置づけら

れとった。それをひとつにして、障害者区分認定されるわけですから、

この聞き取り調査がまた大変なことだろうと思います。本市におきま

しては、全体の人数は把握しとりませんけども１００人をはるかに増

える状況ではないかと思うんです。その聞き取り調査、サービスの支

給が大きく変わるわけですから、これも包括支援センターが本庁にで

きましたから、そこが中心に行われると思いますが、その準備がどの

ようになっているのか、そして、社協との今までのサービス程度、介

護保険も障害者の問題とは別ですけども、こういうサービス問題がど

のようになっとるか。例えば車いすを貸与されよったことが、時と場

合によっては所得の関係とか、いろんな関係で叶えられないようにな

ったとか、いうことがあるわけですが、この点をどのように考えられ

るか、サービス低下につながらないような具体的な方策は今ないにし

ても、市長としての考え、基本的な考えをお尋ねするところでありま

す。 

あとは自席にてお伺いします。 

○松 浦 議 長   ただいまの岡田正信君の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   はい、議長。 
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ただいまの、岡田議員さんのご質問にお答えをいたします。 

建設工事の入札についてのお尋ねでございますが、平成１７年度に

おいて執行いたしました建設工事の入札は、規則に基づき公表してお

りますとおり、契約額が２５０万円以上の工事が１２４件、契約額２

５０万円未満の工事が４２件で、合計が１６６件になっております。 

執行区分では、条件付一般競争入札が 1 件、指名競争入札が１６５

件で、うち抽選による落札者決定した案件が７件ございました。落札

の状況は、予定価格の総額６１億９千万円余りに対しまして、落札し

た額の総額が、５６億８千万円余りとなっており、落札率は９１.９％

になっております。 

なお入札にあたっては、関連要綱、要領及びマニュアル等を制定し、

発注金額によりまして条件付一般競争入札、公募型指名競争入札並び

に指名競争入札で発注を行うと同時に、情報公開によりまして透明性、

公平性の確保に努めているところから、適正に行われておると考えて

おります。 

次に、指名競争入札の指名の方法についてでございますが、指名業

者の選定にあたっては、適正な施工を実施するため施工能力を重視す

るとともに、経済的及び効率性を考慮して、工事の種類ごとに資格審

査を行い格付の認定をしております。具体的には、工事の種類と金額

の区分によりまして、それぞれの業者が持つ実績額や不誠実な行為の

有無、経営状況、地理的条件などの諸条件を指名業者等選考委員会で

客観的かつ、総合的に見比べ判断をしております。なお、指名業者の

指名理由についても、公表を行い透明性の確保に努めているところで

ございます。 

次に、法改正の介護保険について、介護予防プランの作成、介護予

防サービス基盤についてのご質問でございますが、ご指摘をいただき

ましたように、要支援１・２と認定された高齢者の介護予防サービス

計画、いわゆる介護予防プランは、地域包括センターの職員及び市が

委託した、居宅介護支援事業所のケアマネージャーが作成しておると

ころでございます。介護保険事業計画によりますと、来年度、要支援

１・２と認定され、介護予防プランを作成する要支援認定者は、市内

で６９０名に達する見込みでございます。 

要支援認定者の介護予防プランは、市内の居宅介護支援事業所の協

力を得ながら作成していく予定でござましたが、このたびの制度改正

によりまして、市が委託する居宅介護支援事業所のケアマネージャー1

人当たり８人の介護予防プランしかつくることができないという制限

を設けられましたために、市内で最高２４０件程度の委託しかできず、

残りの４５０件程度は、地域包括支援センターが担っていくことにな

ると見込んでおります。包括支援センターの体制は職員４名で対応し

ていますが、今後は、体制の強化を図る必要があると考えており、現

在検討いたしております。 
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いずれにいたしましても、お尋ねのように、利用者がサービスを利

用できない状況が生まれないよう、最大限の努力を行ってまいりたい

と考えております。 

次に、介護予防サービスの基盤についてでございますが、介護予防

サービス事業所につきましては、現在市内にあるほとんどの事業所が、

介護予防サービスを提供する届出を出され、サービスの提供に必要な

量は確保されたものと考えております。 

しかしながら、サービスの質につきましては、介護予防の主なメニ

ューである運動機能・口腔機能の向上、栄養改善などに取り組む事業

所がまだ少なく、真の介護予防に向けての課題が残っておるところで

ございます。今回の法の改正によって、いわゆる要支援１・２軽度の

お年寄りについては、健康づくりを中心にしてこのサービスを行うと

いうことが決められておるわけでございます。今までデイサービスに

行っておられたお年寄りが法の改正によって、デイサービスに行けな

いという、デイサービスよりプールに行って歩きなさいとか、そうい

う健康づくりの方にこの観点が変わってきたと、こういうことでござ

いますので、お年寄りの方も困難がきたしておるということであろう

かと思います。 

そういう点については、十分我々としては、主旨の徹底も図ってま

いらなければならないと、このように考えておるところでございまし

て、結局はこの問題は、このまま今までどおり介護保険を続けてたら、

介護保険がパンクするという、そういう国全体の実態があるわけでご

ざいまして、今回３年に１遍ずつ改正する介護保険税の金額にしても、

今までは月３,３０８円であったものが今度は、本年からは４,４００

円になると。３割税金が上がったということで、結局これを野放しに

しとくと、今の予想では６千円までいってもまだ足らんようになると、

こういうことで、国がそういう法改正をかけてきたと、こういうこと

でございますので、国の主旨はよくわかるわけでございますが、末端

では非常に困ってくるという事態がありますので、我々としてもでき

るだけ困難がないように指導していきたいと、このように考えておる

ところでございます。 

それから、障害者自立支援法についてでございます。障害者自立支

援法が制定されたことによりまして、利用者に原則１割の定率負担が

求められるため、サービス利用を断念する人が出るのではなかろうか

と、またそうした場合の市としての対応はというお尋ねでございます。

現在、本市には、在宅サービスの利用者が１００名余り、施設利用者

が１３０名余りおられます。新しいサービスは１０月から受けること

ができますが、利用者負担は既に４月１日から始まっており、所得の

状況に応じて負担上限額の設定や、食費等実費負担の軽減などの措置

も講じられます。いずれにしましても、市といたしましては、独自の

財源によりまして特別の支援策を設けることが難しいことから、市長
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会等と連携を図りながら国及び県に対して制度の改善について要望す

ることを検討しているところでございます。 

次に、障害程度区分認定についてのお尋ねでございますが、障害福

祉サービスは、介護支援は介護給付、訓練等の支援は訓練等給付に位

置づけられます。また、介護給付の利用は１０月から始まるため、本

定例会にも提案しておりますように、認定審査会を設置いたしまして、

障害程度区分の認定をする必要があるわけでございます。認定にあた

っては、介護保険と同様に障害者及びその家族の方などを対象に必要

な調査を行いまして、その結果を国が示す全国共通の判定ソフトを用

いて１次判定を行います。審査会では、この結果をもとに医師の意見

や調査員の聞取り事項を参考に、２次判定を行います。いずれにいた

しましても、昨年試行的に実施した結果からは、ほとんどの方が今ま

でどおりのサービスが利用できるとの国からの報告を受けおります。

また訓練等給付の利用については、審査会による２次判定や障害程度

区分の認定はありませんので、できる限り障害者本人の希望を尊重し

た利用ができることになっております。さらに、現在施設への入所、

または通所という形で利用をされておられる方については、新しい区

分にかかわらず平成２３年度末まで、引き続き利用できる経過措置が

設けられております。 

いずれにいたしましても、安芸高田市において障害福祉サービスが

必要な方に適正なサービスが支給決定できるよう、調査員及び認定審

査委員の方と連携を取りながら、進めてまいりたいと考えております。 

なお、再質問については詳しくは担当部長、担当課長からお答えす

る場合もあるかと思いますので、よろしくお願いします。 

◯松 浦 議 長   以上で答弁を終わります。 

答弁もれはありませんか。 

再質問ありますか。 

○岡 田 議 員   はい。 

○松 浦 議 長   １８番 岡田正信君。 

○岡 田 議 員   先ほど、入札問題では、総額９１％くらい市全体ではなるという、

６５億のあれで、５６億で、９１．９％ですか。落札率が。これは、

この本庁舎の３２億８千万円ですか、それも入りますので、この分の

額だけ大きなもんですが、後の、残りは、２５０万円以下から、それ

から、私が調べさせていただいたのは２５０万円以上の指名競争入札

に限ると思うんですが、この冒頭にもお話しましたように、これは多

分、これからの工事になるわけですが、管を埋める工事ですから、水

道の本線くらいになるんですかね、上甲立の工事になるわけですが、

これが予定価格は６,８２０万円で、行政の方がこの最低制限価格とい

うのを５,１１５万円、これは予定価格の７５％で設定されておるわけ

ですね。その指名入札に関する業者は、１１社あったわけです。１１

社のうち、２社が辞退されて、結局、入札に参加されておるのは９社
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になるんですか。その中で、この７５％の最低制限価格、５,１１５万

円いう落札価格を明記した業者が５社あるわけですね。ということは、

適正に入札されたんですから、そのとおりと思いますけれども、その、

最低７５％の予定価格の７５％で落札というのは、そうそうないです

よね。１２４件のうち、もう１０件くらいありますけども。業者が１

１社も参加して、辞退が２社あって、そのうち、５社がぴしっとその

価格にあうと。こういうことは、いわゆる今新聞紙上でいろいろとり

ざたされておりますが、防衛庁の国の方では、相当なもんがあります

けども、この場合は、なにか漏れたような気がするんですよね。その

価格は。だから、私らが資料をいただきましたけれども、４月の２１

日、全員協の中でいただいている資料には、入札にあたっての組織機

構等についてというのをいただいておりますが、その中で、公共事業

の入札契約適正化を推進するために入札管理工事検査担当課を配置し

ましたと、こういう場合、それとまあ対応の問題もあるわけですよ。

機能の問題を見直しをされとるわけですが、これはされたことは、私

はそれで良いと思うんですが、こういう結果が起きるということは、

やはり、私の勝手な推測と言われればそうかもしれませんけども、い

ろんな方々に聞いたところ、そこでぴしっとあうことはないんじゃと、

４社も５社も入札をしてね。ただ、行政職員が漏らしておるか、私は

言いませんよ。だが、業者同士での話はあったんじゃないかなと思い

ます。それは、私はどうのこうのは言いませんけども、その１２４件

の中に、まだありましたけれども、市長もそういうところを、担当課

からお聞きされとるのかどうか。１点お尋ねいたします。 

それから介護保険の問題では、サービス部門がご承知のように、答

弁もいただきましたが、そのようになりまして、このままいけば、自

治体で介護保険料会計をつくるわけですから、国の方の制度そのもの

は変わらんでも、自治体によったら、介護認定者というんですか、そ

の介護すればするほど、費用がかかるという性質のもんですから、ど

この自治体でも、大変なようでございます。要は従来の介護保険より

は健康づくりが主体といわれましたけれども、その整理が、デイサー

ビス行きよった人が、あなたは、今度はプールの方へ、歩行訓練の方

へ進みなさいと、その徹底が、先日も同僚議員言っておりましたけれ

ども、なかなか介護を受ける人は年寄りですから、政府の方が、決ま

りがこうなったと、なして私が行かん、行かれんようになったかと、

説明だけではちょっと行き届かんと思うんですよ。それは、ホームヘ

ルパーの方にしても、デイサービスを担当する職員にしても、苦労し

とってだと思うんですよ。その点を自治体としては、国は財源を削る

方につくったわけですから、介護サービスでも。やはり、自分のとこ

ろの自治体がどのようにするかという、担当課だけではないんです。

これは、この医療も関係しますよね、当然。そういう問題で、福祉保

健部も市民部も税金のことも絡みますので、やっぱり、これからは、
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特別なチームをつくって考えなおしていかんと、なんぼでも自治体に

よって財源を捻出して、高齢者をどう住みよい安芸高田市にするかと

いうことになりますので、その点の意気込みは、市長としてはどのよ

うに考えておられるか、再度お伺いいたします。 

自立支援法については、聴き取り調査をされて、今までのようにサ

ービスは同じだと言われますけれども、１０％の分は、必ず自治体に

よって個人から定率、個人が納めんにゃいけんわけですから、その納

める状況によっては、その人その人のケースで事情が変わってくると

思うんですね。その前に非課税世帯が云々と、免税点がありますけど

も、うちではそういうことはしちゃあおらんと思うんですが、認定す

るにあたって、所得の関係、８０万円の問題がありますけども、障害

者があるゆえに、そこの親なり兄弟なりが、貯金を将来のためだと貯

めとった。それまで、調査はせにゃあいけんと。うちの自治体でもそ

んなことをされとるんですか。その点をお伺いいたします。 

◯松 浦 議 長   ただいまの再質問について、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   最初の建設工事の入札の件でございますが、現在もう情報公開とい

うことになっておりますので、それぞれ、入札をする場合は、建設の

入札の予定価格というのは公表をすることになっております。事前に。

そういう情報公開によってなっておりますので、すべての入札につき

まして、この予定価格は公表いたします。そうすると、その公表され

た予定価格の７５％が最低制限価格ということになるわけであります。

したがって、どの業者も本当にとりたいいう時には、予定価格が公表

されとるので、それに７５％かければ、最低価格がでるわけです。最

低価格、１円も違わんようにぴしゃっと入札をしてくるわけでござい

ます。そうすると、先ほどのように、６社も７社も、最低制限価格ぎ

りぎりの同一金額がでてくる可能性はあるんです。そうすると、結局、

その６社か７社か、そろった最低制限価格の入札をしたのが、今度は

くじ引きでとると、こういうことになっておりますので、これは、業

者間の問題でございますので、やはり業者の入札の姿勢によっては、

そういうご指摘のような事態がおこってくるわけでございまして、

我々としては、安くできるんで、それは喜ばしいことであるわけでご

ざいます。しかし、本当に安くとって設計どおりの工事ができるかど

うかということもありますが、この予定価格の７５％以上なら適正な

工事はできるというように私達は判断をして、７５％という、これは

うちだけではないわけでございます。大体常識的には７５が限度額と

いうことになっておるわけでございます。 

それから介護保険の問題でございますが、ご指摘のように、本当に

今までのデイサービスに行きよった皆さんが、介護度が低いというこ

となんで、行けないと。今まではもうどの介護度でも、介護保険の対

象になるものは、そのデイサービスに行ってサービスを受けることが
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できよったんですが、それができないということで、特に、要支援１・

２、介護度１の人については、今後は、元気になってもらって介護保

険のお世話にならんようにと。こういうことの指導をやれということ

になりましたんで、健康づくりということが中心になってきておりま

す。そこの切り替えがご指摘のように大変難しい状況で、なして今ま

で行きよったのに行かれんようになったのか、という問題があるわけ

でございまして、そこらは、包括介護支援センターが市にできており

ますので、そこを中心にして、徹底して皆さんにご指導を申し上げた

いと思います。それから、民間のケアマネージャーでは、１人のケア

マネージャーが８人までしか計画がたてられんと、前にはかなりの人

数計画が立てよったんです。しかし民間では、どうも政府も信用でき

るような計画ができとらんので、要するに民間は民間なみに、民間が

儲かるようなこの計画をたてるというのが、今までの傾向であったと

いうことなんで、それよりか、本当に公的な機関が損得なしに正確に

計画をたてるというのが、この包括支援センターの仕事であるわけで

ございまして、結局は包括支援センターの職員が足らんという事態が

今度は起こってくるわけでございまして、そこらを十分新しい制度に

対応できるように、我々も頑張っていきたいとこのように考えており

ます。 

この介護自立支援法の問題については、担当部長の方からお答えを

します。 

○松 浦 議 長   それでは、担当部長の答弁を求めます。 

福祉保健部長 廣政克行君。 

○廣政福祉保健部長   預金調査等の実施でございますが、ご承知のように法改正が変わり

まして、本人の収入が０円であっても、その負担はかかってくるとい

う形になってまいります。それにしたがいまして、本市におきまして

も、申請時におきまして、聞き取り調査を実施しておるとこでありま

す。 

○松 浦 議 長   以上で、再質問の答弁を終わります。 

再々質問ありますか。 

○岡 田 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １８番 岡田正信君。 

○岡 田 議 員   自立支援法の分では調査はしとると、私今収入の問題で、所得の問

題で、例えば、家族の方がこの岡田正信は身障者だから、あと、困る

けえいうて、わしの兄貴がわしの名義で、２００万円か３００万円貸

しとってくれたと、それが、通帳を見せなさいと、こういうことをや

っとるいうことですね、調査をお願いしとるということは。その点、

お尋ねするのと、それから、介護保険のサービス部門では、市長に言

われたように、別に民間が云々じゃないんですが、現時点でおきてい

るのは、社協との今までの、介護保険制度の中での、社協とのホーム

ヘルパーの派遣事業、社協が行っております。それが、やはり、報酬
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単価の改定によって、市の方から頼まれてやりゃあやるほど、赤字に

なるという状況が既に生まれとるようですが、その点も含めて、だか

ら、社協にお願いせんように、市が独自でやるんなら、今、市じゃあ

できませんから、やっぱり、社協へ、何がしの、赤字にならんぶんを

補填をするようなお考えがあるんかどうか。再度お尋ねするんと、入

札の関係につきましては、情報公開に基づいて予定価格は皆さんに公

表されると。７５％は、それはそういう金額になる。じゃけえ、こと

によっては、７５％最低価格に設定してないのはいっぱいありますか

らね。その、今ちょっと部外のもんじゃから、それはする間がないん

ですが。私が１００件余りを全部よう調べませんでしたが、その中で、

私は、高い設定をされとるのがあります。８７％とか、８７が一番高

いくらいですかね。８９％にもありますね。ですから、一概に業者が

この予定価格に７５％いうて掛けてその最低価格やったら、それより

低かったら、その対象者から入札しても落ちますからね。予定価格の

最低価格より下じゃったら、適正な工事ができんいうことじゃから、

落札できませんよね。ですから、一概に７５％とはないんですが、業

者同士が５社おうたんじゃけえ、たまたま合いますよね、それは、７

５じゃけえおうたんですよの、そういうこともありましょうが、私が

心配するのは、よう新聞ざたになっとりますが、この値段が、８９％

なら８９％に設定しとったものが、漏れちゃあいけんでというのが、

私は心配するんですよ。やっぱし、用心には用心をせにゃあいかん。

安いほど、できればそれはいいんですが、というように、やっぱりこ

れをつくられたのは、そういう経過があったけえ、つくられたんじゃ

ないんですかね。この作業は読み上げましたが、資料をいただいた１

８年度の組織の機構等についてという分で、公共事業の入札契約適正

に推進するために入札の管理、工事の検査等課長を配置しましたとい

うのは、そういうのは多少あったんじゃないんですか。その気持ちも。

きしっと漏れちゃいけんし、適正な工事を監理せんにゃいけんという

のがあったんじゃないですか。お尋ねします。 

○松 浦 議 長   ただいまの再々質問に答弁を求めます。 

まず、市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   我々としては、入札をして、安いばっかりがええいうわけじゃない

んで、本当に、予定どおりに設計どおりに、入札をしてもらう、工事

をしてもらうということが、一番大事なことで、しかも、安ければ、

なおいいと、こういうことになるわけでございます。したがって、予

定価格を公表しないものもあります。例えば、物品の購入等について

は、予定価格は公表しておりませんので、それぞれ自分の思うところ

に、入札をされるということであります。土木工事等については、ほ

とんど公表をしております。そういう状況でございまして、予定どお

りに正確な工事ができるように、我々も、努力をしていきたいと思い

ますし、その７５％ぎりぎりまで全部揃うと入札がそろうというのは、
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これは、業者の問題でございますので、業者が一生懸命自分も取りた

いという努力を示されたことであろうとこのように考えておりますの

で、我々としては、７５までいっちゃあいけんとか、そういうことは

言えない立場でございますので、自由に競争していただくというのが、

原則であります。 

それから、介護保険の問題でございまして、御存じのように非常に

国も費用を出すのを渋って切ってきておる。したがって、御存じのよ

うに今までどおりにはいかないというのが実態でございます。今まで

どおりの考え方でヘルパーを派遣したら赤字になると、こういう状況

が既に起こってきております。これは、どこの事業所もこの問題で非

常に困っておるということでありますのは、国がもう単価を示してき

ておりますので、難しいという問題がございますので、我々としては

この範囲内で、ひとつ努力をしていただきたいとこのように考えてお

るところでございます。 

○松 浦 議 長   再々質問に対し答弁を求めます。 

福祉保健部長 廣政克行君。 

○廣政福祉保健部長   申請書の調書の件でありますけども、あくまで調査しますのは、本

人名義のみの通帳等を事情聴取させていただくという形になります。 

○松 浦 議 長   以上で岡田正信君の質問を終わります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   続いて通告がありますので、発言を許します。 

１１番 青原敏治君。 

○青 原 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○青 原 議 員   １１番、あきの会の青原でございます。よろしくお願いいたします。 

私は安芸高田市総合計画について市長さんのご所見をお伺いいたし

ます。 

総合計画書の中で、土地利用計画構想のことでお伺いします。 

市内を３つのゾーンに分けて計画を実施するように書いてあります。

合併して丸２年経過してどのように推進されたのか、また、どうされ

るのか。例えば、八千代、吉田ゾーンでは利用性の高い田園居住の場

とありますが、どのように考えておられるのかお伺いいたします。 

５４号線バイパスが後数年で全線が開通すると予想され、特に八千

代の場合、広島市内への通勤圏内と考えますが、土地利用計画をどの

ようにするのか、受入れ態勢をどのようにするのかをお伺いします。 

また、甲田、向原地区についても同じことが考えられるが、市長の

ご所見をお伺いいたします。 

○松 浦 議 長   ただいまの青原敏治君の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの、青原議員さんのご質問にお答えをいたします。 

まず、安芸高田市総合計画の土地利用計画構想についてのお尋ねで
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ございます。 

新市建設計画においても、市総合計画の基本構想の中におきまして

も、美土里、高宮地域を自然環境・交流ゾーンに、吉田、八千代地域

を集いと文化・歴史ゾーンに、また、甲田、向原地域を田園居住ゾー

ンとして、各地域の特性に応じた整備を図ることとして策定をしてお

ります。議員がご指摘のとおり、本市は広島市、三次市、東広島市に

隣接し、中国縦貫自動車道、国道５４号、主要地方道広島三次線及び

ＪＲ芸備線で結ばれておりまして、交通の利便性の高い地域であると

認識をしております。特に、国道５４号可部バイパスの開通が、ご指

摘のように目に見えた昨今、吉田、八千代地域においては、広島市へ

の通勤圏としての利便性、また、定年後の第２居住地としての活用の

可能性が高くなるものと考えております。したがって、まずは、上下

水道などの生活環境の整備を図るとともに、田園環境と調和した住宅

建築を促進し、都市近郊からの流入、定住人口の確保をしていきたい

と考えております。 

また、甲田、向原地域におきましては、通勤ＪＲ向原駅へ隣接した

駐車場をパークアンドライド事業によりまして整備したところでござ

います芸備線の利用促進と、定住化に向けた取り組みを行ってまいり

たいと考えております。ただ、本市の極めて厳しい財政状況を鑑みま

すと、それぞれの地域においてハード事業を積極的に展開できる環境

にないことは、ご理解をいただいておるところでございます。事業の

緊急性、熟度などを考慮するとともに、ソフト事業の展開もあわせて

検討してまいりたいとこのように考えておるところでございます。 

また、後ほど再質問の中で、具体的には担当部長の方からも不足の

説明をしていきたいと考えております。 

○松 浦 議 長   以上で、答弁を終わります。 

再質問がありますか。 

○青 原 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １１番 青原敏治君。 

○青 原 議 員   私が期待をしておった答弁ではなかったように感じております。 

私がお尋ねしたのは、土地利用計画をどのようにするかという質問

でございます。その点をご理解して答弁をしていただきたいというふ

うに思います。 

過去八千代町において、上根バイパスの部分開通の時、相当数の住

宅用地転用申請があり、規制緩和の要望が多々あったことを経験して

います。転用規制、いわゆる農地法、農申法の緩和を検討するのかど

うか質問しているわけでございます。定住人口の増加を模索するなら、

土地利用を計画的に進めるために、事前に検討を対処しておく必要が

あるのでないかと考えます。バイパスが完成後に対応しては時期を逸

するのではないかというふうに考えております。無計画な開発が進み、

また、住環境整備、特に下水道整備等はどのように推進していこうと
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しているのか、先ほどは、答弁の中では、財政状況が厳しいというこ

とで答弁でしたが、個人住宅建設で浄化槽の設置と下水道普及との関

わりはどうなるかあわせてお伺いをいたします。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問について、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   土地利用計画等の問題については、担当課長の方からちょっとお答

えをしていきたいと思いますが、私が合併前から聞かせてもらってお

るのは、八千代町時代には既に５４号沿いの土地については、かなり

規制を緩和する措置をとっておられると、こういうように聞かせても

らっておるわけでございます。ご指摘のように問題は土地利用を宅地

等に転用する時にいろいろ規制があるわけでございまして、そこらの

規制を緩和できる方法というのは、とる必要があろうと思います。し

かし、また、状況によっては、これによって虫食い的になって、農業

がまた衰退するという、いわゆるその耕地が虫食い状態になるという

問題がございますので、これはやはり慎重にやっていかにゃあいけん

のんじゃないかと、このように考えております。また、下水の問題に

ついては、一番大きな住宅を導入する場合の課題でございます。現在

のところ、八千代町は特環いうんですか、あれは正式には、特別環境

なんとかいう長い名前なんですよ、要するに我々は特環いうとるんで

すが、その水道の事業で今計画的に進めております。例の新庄みその

ところへ最終の処分場をつくるということで、これは、最終の処分場

は御存じのように完成をしておるわけでございます。なかなか国道５

４号が中にあるということで、工事費が非常に管路を埋めていくのに

高くつくという問題で、ご指摘のように前に進まんという問題があり

ます。八千代町のご意見としては、もう特環でやれと、基本線を特環

で決めたんだから、暇がかかっても特環でやれというご意向が大部分

であるとお聞きをしております。したがってこれを見直すかどうかい

う問題も、やはり、見直しをすれば、見直す方法もあるわけでござい

ますが、八千代町全体の処理場が既にたっておるという問題もござい

まして、非常に見直しも難しい状況にあるわけでありますんで、そこ

らを、皆さんと協議しながらどのように早く進めていくか、あるいは、

見直しの方法があるかというようなことも今後検討をする必要があろ

うかと、このように考えておるところでございます。 

○松 浦 議 長   引き続き、担当部長の答弁を求めます。 

自治振興部長 田丸孝二君。 

○田丸自治振興部長   長期総合計画におきまして、土地利用の構想を示させていただいて

おります。この中で、冒頭市長がご説明申し上げましたように、吉田

八千代地域につきましては、集いと文化・歴史ゾーンということで、

とりわけ、吉田は本市の中心でございますので、タウンセンターとし

ての機能を集積させると、そういったことが集いという表現であろう

かと思いますし、さらに、八千代町の土師ダム周辺のそういった観光
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なり、または、郡山城等のそういった観光文化のそういった史跡等が

あるということから、そういったゾーンにしております。そういった

中で、特に八千代町につきましては、広島市に隣接をしているという

そういう立地条件を活かしまして、利便性の高い田園居住の場、都市

近郊の観光レクレーション、農業生産の場として位置づけると、こう

した位置づけのもとで、まずは、住宅上下水道など生活環境の整備を

進め、広島市を中心とした都市からの流入や定住を促進していくと、

こういった大枠の土地利用の考え方を示しておるとこであります。し

たがいまして、この土地利用に基づきまして、この地域のいわゆる利

用、土地の利用というものを誘導していくということだろうというふ

うに思います。 

そういった意味で、先ほどからご指摘のとおり、住宅ということで

あれば、当然建つためには農地の転用ということもございますし、さ

らには、上下水道の整備等の問題も関わってくるだろうというふうに

思っております。そこらあたりを総合的にこれから検討していく。先

ほど、市長が申し上げましたように、下水等につきましては、非常に

難しい問題もございますけども、現状のままでありますと、いわゆる

上根地区につきましては、相当の時間がかかると、こういったことの

中で、どのような対応をしていくのかということが、今後の土地利用

の大きな課題になってまいるだろうというふうに思っておりますし、

議員からもご指摘ありましたように、農地転用等につきましても、そ

ういう状況にどのように対応していくのかということが今後の課題に

なってくるだろうというふうに考えております。 

以上であります。 

○松 浦 議 長   以上で、再質問の答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 

○青 原 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １１番 青原敏治君。 

○青 原 議 員   はい。今答弁をいただいたんですが、答弁のことは、今の総合計画

書を見ればわかるんですね。私が聞きたいのは、この２年間で、どう

いうふうにしてきたかとその推進状況を教えて下さいやということを、

ここに言うとるんですが、そのことは全然ない。今からこうします、

ああします。それは、やって当然ですよ。だけど、今まで何をしてき

たのかというのは、全然回答に出てきてないんですね。そのところを

私は聞きたい。全線開通して、開通してどうしようかのという、ほい

じゃあ今から準備しようかというんじゃ遅いんですよ。先ほど市長さ

んが、答弁の中で言われましたけど、住宅を虫食い状態に、どこやか

しこへつくっていく、それを規制するのが、やはり、計画の段階じゃ

ないかというふうに私は思うんですが、この計画書がね、高い銭を掛

けて、計画書をつくって、絵に描いた餅じゃだめなんですよ。私はそ

ういうふうに思います。だから、何回も言うようなんですが、今まで、
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何をしてきたのか、これから、どうしようとするのかいうのを、聞き

たいんです。あればご答弁を願います。 

○松 浦 議 長   ただいまの再々質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ちょっと私も詳しいことはわからんので、今支所長さんにお聞きし

たんですが、いわゆる農業振興地域の枠の中に入っておりますと、転

用が非常に難しいと。農地転用が、いう問題があるんで、八千代時代

に既に国道を挟んだ５０メートルくらいの区域は農振地域から外した

施策がとられておるようでございますので、この問題は八千代町さん

としては、早くそういう先見性をもった施策をしておられるというよ

うに、考えておるわけでございます。 

問題は下水の問題が一番頭が痛い問題でございますが、八千代町時

代にも、単独の合併浄化槽に変更するかどうかいう問題が前町長さん

の時代に随分論議をよんだようでございますが、結局は、町の施策と

して特環でいくと、こういう施策を出されたようでございますので、

それを引き継いで、市が一生懸命今整備を進めておるということでご

ざいます。農振地域をさらにどの程度外していくかというような施策

は、今後やっぱり状況をみながら早急に対応していくべき問題じゃろ

うと思いますし、具体的には、小学校の後の今体育館を解体するよう

に本年度の予算で計上しております。そうすると、そこが平地になる

んで、その利用計画をどうするかということも、具体的にはもう皆さ

んとご協議をしていく必要があろうというように考えておりますので、

ご指摘のように、状況に応じてその対応をしていくように努力をして

まいりたいと思います。 

○松 浦 議 長   以上で、青原敏治君の質問を終わります。 

この際、１１時１５分まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前 １１時００分 休憩 

午前 １１時１５分 開会 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   休憩を閉じて会議を再開いたします。 

続いて、通告がありますので発言を許します。 

２０番 亀岡等君。 

○亀 岡 議 員   はい、議長。 

新政会所属の亀岡等でございます。 

私は先般来地方自治体において、大きな感心と、また危機感をよん

でいる新型交付税に関係をいたしまして、市長に質問を行います。 

そもそも現行の地方交付税は、国が定めた一定水準の行政サービス

を全国どこの自治体においても適用できるよう、その必要な財源を保

証するために自治体間の調整をしていくと、こういう制度でございま

す。今日までそれが続けてきておられるわけでありますが、しかし、
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今交付税改革として言われております新型交付税は、人口と面積を基

準にして配分すると、また交付税を交付しない自治体を全国自治体の

半数に及ぶ数にまでもっていくと。これは、いろいろ論はありますが、

こういっているのは経済財政諮問会議が広がっていますが、そうした

やり方を通じて戦後から今日まで地方自治の財政面を支えてきた現行

の制度を大きく変革をするものであると言わなければなりません。さ

らにその大前提となりますものは、交付税総額の削減にあると言われ

ておりまして、これまでの地方自治体の財政構造はまさに崩壊につな

がっていくんではないかという感があるわけでございます。こうした

最近の地方交付税をめぐる論点や動きを見ますと、新型交付税の来年

度導入は必至という状況にある、そう言っても過言ではないと思うわ

けでございます。地方交付税への依存度の高い本市におきましては、

その影響は少なくないということが予想されるわけですが、市長にお

かれては、この件をどのように受け止め、対処していこうというお考

えをお持ちなのか、所見を伺います。 

○松 浦 議 長   ただいまの亀岡議員の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの亀岡議員さんのご質問にお答えいたします。 

新型交付税の導入と市の対応についてというご質問でございますが、

総務大臣の私的諮問機関であります地方分権２１世紀ビジョン懇談会

は、平成１８年５月２６日に新型交付税の導入や地方債の完全自由化、

地方公共団体の再生型破綻法制の整備などを柱とした報告書案をとり

まとめました。 

この報告書案については、今後、全国知事会、市長会など地方６団

体側の意見を聞いた上で、最終報告を総務大臣に提出し、政府がまと

める骨太の方針２００６への反映を目指すものとされております。 

ご質問の、新型交付税制度についてでございますが、現行の交付税

の算定基準は電話帳のような分厚い、複雑で非常にわかりにくいもの

であります。来年度から、基準財政需要額ベースで２割程度を人口と

面積で配分し、その後３年間でその割合を３割程度まで拡大し、長期

的には人口を基準とする配分割合を拡大するものとされております。 

現段階では、改革の具体的な根拠数値等が示されておりませんので、

当市の影響額は把握できませんが、長期的には、一定規模以上の自治

体の半分が交付税の不交付団体となる計画であることから、交付税の

減額の影響ははかり知れないものがあると予想されます。人口を基準

とする配分割合が増えると、当然、中山間地に属する過疎地域である

当市の交付税が大きく減額することは自明の理でございます。 

このたびの、地方行財政制度の改革案は、ほぼ既定の方針となって

おりますので、現在示されております新型交付税制度の来年度からの

導入の回避というのは、非常に困難ではなかろうかとこのように考え

ておりますし、先般５月の３１日に全国から、全国６団体の代表約１
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千３百人が集まった地方財政危機突破大会が東京で行われましたが、

私もそれに参加いたしましたが、全国の市町村がこの地方交付税の見

直しに大変な危機感を持っておるというのが実態であります。このた

びの地方行財政制度の改革は、ほぼそういう方向で回避できないんで

はないかと我々は反対しながらも、非常に危惧をしておるわけでござ

います。 

しかしながら、地方改革案の現状は現状として、地方財政の悪化の

事実は事実として真摯に受け止め、現在、安芸高田市が進めておりま

す行政改革、職員管理適正化計画、行政改革集中プランの厳正な執行

を推進しつつ、市民本位の行政運営の確立に努めてまいりたいと考え

ております。 

合併前には、地方交付税を主たる財源として、それぞれの町が、き

め細やかで均一な行政サービスを行ってまいりましたが、これから先、

交付税に依存した住民サービスの確保は困難となることは明らかであ

ろうと考えております。経常経費等固定経費の抑制、職員人件費の抑

制、事務事業の見直し、受益者負担の考え方、公営企業会計における

独立採算制の原則等、歳入の確保、歳出の抑制、さらには現行の行政

執行体制の再構築等、見直すべき点はすべて見直し、交付税に依存し

ない、真に必要な市民サービスの構築が必要であると考えております。 

いずれにいたしましても、これから先、安芸高田市が持続的に発展

していくためには、今までの負債を返済しながら、限りある財源の中

から安芸高田市の未来へ向けて投資をしていく必要があろうと考えて

おります。必要最小限の経費で最大の行政効果が得られるよう、行財

政全般のさらなる見直しを行ないまして、効率的で市民の立場から信

頼感のある行政執行体制の確立に、職員が一丸となって努めてまいり

たいという所存であります。 

○松 浦 議 長   以上で、答弁を終わります。 

再質問ありますか。 

○亀 岡 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   ２０番 亀岡等君。 

○亀 岡 議 員   市長の決意を伺ったわけでございますが、既に地方交付税におきま

しては、合併時点も旧６町の交付税額を１０年間補償するという政府

の合併推進に対する方針というのを、たびたび我々も聞いてきたわけ

でございます。このこと自体は、国の税収とか基本的なそういった面

も関係いたしますので、あえてそれを絶対的に考えるというのは無理

であろうということも理解はできますが、そういったことを考えてみ

ますと、既に交付税額、当時の総額から言いまして、合算額から言い

まして、後退をしておるわけでございます。こういう中で国は基本的

には国の歳出減をひとつの大きな方向として踏まえながら、今日の交

付税改革をおくってでてきているということでございまして、当然、

この自治体としては、今市長が申されましたような面を最大限努力を
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して、自治体住民の生活と福祉を守っていかにゃあいけんということ

で全くその点は同感であります。ここでいろいろまだ想定された部分

もありますので、議論展開することは差し控えたいと思いますが、基

本的には、やはり財政力が弱まってくるといいますか、厳しい状況に

なりますと、どうしても国や県の行政改革とは違いまして、末端で国

民の皆さんといいますか、住民の方と直接接点をもつ自治体の政治と

いうのは、本当に厳しいわけでありまして、そこから先にそのしわ寄

せをもっていくところはないと。自治体自らがしわ寄せを受け、基本

的には、同時に住民もしわ寄せを受けていくということが大きな問題

であります。どのような状勢になろうとも、自治体住民を守っていく

地方自治の役割、これを厳守して、この改革が実際に実現してきた場

合に住民に負担増をさせないという決意を持って望んでいただく。答

弁もそういうことでございましたが、さらにその点のご決意をお伺い

して終わりたいと思います。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   はい。５月の３１日の地方財政危機突破大会の情勢から見ても、全

国の市町村がこの問題で一番大きな行政の課題として危機感を持って

おると、こういうことがよくわかるわけでございます。しかし、いろ

いろ国の実態を見てみますと、現在国の台所というのは、１年間に約

８０兆円金がいるということであります。しかし、税金等の主な財源

は、５０兆円しかないということで、その足らん３０兆円を毎年国債

という起債で借金をしてその国は運営をしておると、こういうことで

ございまして、その借金が５００兆円を超えたということであります。

いつも言いますように、家庭で言いますと、５００万円しか収入のな

いものが、毎年８００万円の暮らしをして、毎年３００万円からの不

足を借銭してきたと、その借銭がたまりたまって５,０００万円までに

なったと。これ以上の借銭はもうできんというのが、国の台所でもあ

るわけでございます。それはよくわかるわけでございまして、特に今

後医療費福祉にものすごい銭がかかるという中で、プライマリーバラ

ンスという入る方と出る方を、バランスをとるということになると、

どうしても足らずの３０兆円を何処ぞからきってこにゃいけんという

こういうことであるわけでございまして、我々も国の台所はわからん

ことはないわけです。 

しかし、実際に地方交付税が安芸高田の場合でも、本年度の２０７

億の予算の中で、４２％くらいを占めておるんじゃなかろうか。この

４２％の歳入が減ってくると、０になることはないと思いますが、こ

たえてくるというのが実態でございます。そういう実態があるわけで

ございますので、こないだ、東京に行った時に、県の役人も一緒に同

行しましたんで、県内でこの新型交付税で各市町村がどがなるかとい

うのを算用しとるんじゃないかという話をしたんですが、いろいろ複



 118

雑な要素がありますんで、ぴしゃっとした算用というのは出んと思い

ますが、やはり、どうも安芸高田市の場合は減るというのが実態のよ

うでございます。 

したがって、今後国が本当にこれをやっていくかどうかというのは

まだ決定はおりておらんようでありますが、恐らく何にしても国が銭

がなくなったということで、これはやってくるに違いないというのを

私は予想して、今後の行政はやらにゃあいけんのじゃないかと、この

ように、これは、良い悪いは別なんですよね。合併の時に総務省の法

の中に、交付税は減さんというのがあるわけです。その法律違反を小

泉さんはあえてやってくるということなんで、約束違反というのは八

方で、今の内閣はやってきておるわけですが、それは、我々はだまさ

れたというしかないわけでありますが、しかし、現実国の実態はそう

いう方向にあるわけです。先ほどご質問がありましたように、もう障

害者の福祉まで切りだしたと。老人の福祉まで切りだしたと。それは

金がないけえしょうがない。また、昨日は医療費改定が国会でとおり

ましたが、７０以上の１０％のものは２割に、２割のものは３割にな

るような、すべてがそういう方向になっていきよるんで、我々も覚悟

して、今、市の行政も今のうちから合理化をやっていかにゃあいけん

というように私は考えております。 

○松 浦 議 長   以上で、亀岡等君の質問を終わります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   続いて、通告がありましたので発言を許します。 

８番 赤川三郎君。 

○赤 川 議 員   議長、８番。 

○松 浦 議 長   はい。 

○赤 川 議 員   ８番、新政会所属の赤川三郎でございます。 

先に通告しております百選認定後の取り組みについて、ご質問をい

たします。 

毛利元就ゆかりの郡山城が中世の山城の代表として、財団法人日本

城郭協会が選定する日本百名城に選ばれ、城の日である４月６日に認

定書の贈呈がありました。郡山城は毛利氏の本拠城として、１３００

年代の中頃築城し、１５２３年に元就一行が入城後、全山を城として

拡大し、郡山合戦をはじめ、幾多の合戦で勢力を拡げた拠点の山城で

ございます。と同時に国の指定史跡にもなっているところでございま

す。 

このたびの日本百名城認定は、日本が誇る文化遺産でもあり、また、

吉田を初め、安芸高田市のシンボルでもあります。平成９年、毛利元

就生誕５００年の記念行事で、吉田町では、元就村を開村し、また、

時同じくして、ＮＨＫ大河ドラマ毛利元就をテレビ放映いたしました。

元就村や、また郡山城への全国から５０万５千を超える方々が訪れら

れ、町をあげてにぎわったこともまだまだ記憶に新しいところでござ
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います。市として郡山城、日本百名城の認定を機に、史跡と文化の町、

安芸高田市を全国への発信と、観光客などへのあたたかくお迎えする

ための案内板などなどの施設整備と啓発活動が急務であると考えます。 

また、昨年８月２７日には財団法人ダム水源地整備センターから八

千代湖、土師ダムがダム百選に選ばれ、石碑除幕式も行われました。

安芸高田市にとりまして、大変名誉なことであります。市内にはこれ

まで地域に多くの史跡や文化財があります。今回の百選を受け、安芸

高田市の観光資源としての大いに活用することを望み、安芸高田市を

全国に発信するチャンスでもあると考えます。市として友好的な観光

振興施策等の取り組みについて、市長のご所見をお伺いいたすもので

ございます。 

答弁によりましては、自席にて再質問をさせていただきます。 

○松 浦 議 長   ただいまの赤川三郎君の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの赤川議員さんのご質問にお答えをいたします。 

毛利元就ゆかりの郡山城が中世の山城の代表として、日本百名城に

選ばれたことにつきましては、ご指摘のとおり、我々も大変喜んでお

るところでございます。とりわけ、県内では３つ指定をされましたが、

広島城と福山城、それから中世の山城として、郡山城ということで県

内では３つが選ばれたわけでございます。来年の４月からは、全国ス

タンプラリーがこの百名城を回るスタンプラリーが始まるということ

で、大きな話題になっておると思います。郡山城一帯は、国の史跡と

して指定されておりますように、中世の貴重な文化遺産であることの

認識のもとに、研究、保全、活用に努め、後世に伝えていくことを基

本としながら、同時にご指摘していただいておりますように、史跡と

文化のまち安芸高田市をアピールしていくことが重要であろうと考え

ております。安芸高田市総合計画におきましても、観光施設を有効に

活用し、観光行動の活発化を推進していくため、歴史、文化的資源の

有効活用や農林水産業などの体験型観光の推進、イベントの開催、周

遊型観光ネットワークの強化など観光資源の有効活用を図ることとし

ております。 

現在、このたびの認定を機に、記念碑、横断幕等の設置をはじめ、

城への登山道の整備、案内板の整備などにつきまして、史跡ガイド協

会等関係団体のご協力をいただきながら、教育委員会、商工観光課関

係部署が一体になって計画を検討しているところでございます。 

なお、郡山城の周辺は、県の砂防課が計画して実施しております砂

防公園が、本年度でほぼ完成するということで、先日私も現場に行っ

てみましたが、随分立派な広い砂防公園ができておりますので、この

周辺の砂防公園また緑地環境保全などの地域指定を受けておりますの

で、県等、関係機関と協議して、取り組んでまいりたいと、このよう

に考えております。 
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○松 浦 議 長   以上で、市長答弁を終わります。 

再質問がありますか。 

○赤 川 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   ８番 赤川三郎君。 

○赤 川 議 員   今市長の方からうれしい答弁をいただいたというように思うところ

でございますが、そして、市も、財政厳しい折にまたこうした百選に

選ばれたという本当に名誉なことも重なりまして、周辺整備を検討中

という答弁をいただいて安堵の気持ちでおります。先ほど申されまし

たように、郡山城周辺にはいろいろと史跡文化財が多々あるわけでご

ざいます。こういったことを来年４月から百名城のスタンプラリーを

始めるということでもございます。これからまた多くの県内外の観光

客もみえるかというように推測するところでございますが、何にいた

しましても、そういった整備が必要であろうということは、今更言う

までもございません。そういった形の中で、どうしても観光施設とし

て、これから、有効に利用していく必要があろうというように思うと

ころでございます。そういった時に３月の定例会でも同僚の議員の方

から、観光の推進についてということで、質問がなされたその答弁の

中に、今後は観光協会並びに商工会との協議をしていくことが必要と

いう答弁もあったわけでございます。いずれにいたしましても、安芸

高田市のそういった観光施設のネットワークづくりが必要であろうと

いうように考えるところでございます。新政会の会派におきまして、

安芸高田市内のいろんな観光施設を視察をさせていただきました。そ

この代表者の方も同じようなことを言われるわけでございます。また、

５月の末には、議会といたしまして、甲田町のある企業に視察に行か

せていただきました。その企業の方が言われるのに、県外から旅行者

があり、庭園は見て帰られたが、よそに安芸高田市には見るとこがな

いと言ってそのまま帰られたという話を聞き及んでおります。 

今後、そういった百選の認定の後に、本当にこれからの観光施設の

そういったネットワークを早々に立ち上げてですね、安芸高田市のい

いところを全国に発信していただきたいということを望んでおるとこ

ろでございます。今後そういったネットワークづくりについてのご質

問をさせていただきます。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   赤川議員ご指摘のように、特に最近は観光の中での体験型観光とか

そういうようなものが非常に感心を持たれております。そういう意味

では、安芸高田市には体験するところもあれば、見るところもある、

あるいは、史跡もあるということで、ここらをネットワークを早く立

ち上げて、ＰＲしていく必要があろうと、今までもそれをやっており

ますが、後ほどまた、産業部長が今までの取り組みを具体的に報告を

させていただきたいと思いますが、先般も、土師ダムの下に、今計画
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をさせてもらっております、農産物処理加工施設の施設についても、

やっぱり新しい全国的なシステムの取り組みということなんで、見学

コースをずっと２階にガラスの部分をつくる計画も持っておりました。

それで、たまたまなんかの行事で、私は土師ダムのサイクリングター

ミナルへちょっと行った時に、ちょうど、広島駅弁の社長とばったり

出会いまして、ここの施設を一番ログハウスのような施設を貸しては

もらえんだろうかというようなお話がありましたので、これをどがに

い考えとってんですか言うたら、うちは学校の子どもやらなんかのい

ろいろな体験で新しくできる工場を見てもらう観光コースを考えてい

ると、市内の土師ダムをまわって、ここで昼食をとるコースを今考え

よるというような話でありました。さすがは企業だなという感じがし

たんですが、そういうような構想もありますんでそういうところと協

議しながら、新しいタイプの観光コースを考えていく必要があろうと

思います。 

また、部長の方から答弁をさせていただきます。 

○松 浦 議 長   ただいまの再質問に答弁を求めます。 

産業振興部長 清水盤君。 

○清水産業振興部長   観光に関わりますネットワークづくりの基礎となります、組織の立

ち上げでございます。議員のご質問にもありましたように、３月にも

ご質問いただいたところでございます。今年度そういった組織につい

ての取り組みをしていくということでお答えをさせていただいており

ます。 

５月に県の方の主催ではございますが、産業活性化推進協議会とい

う会議を開催させていただきまして、その中でも、そういった市内の

施設を結んだネットワークづくりが急務であるというようなご指摘も

いただきました。そういった中で、県の方もそのネットワークづくり

に参加をして指導助言もしていくということで、実は６月の最初に県

とのまず第１回目の協議をさせていただいてきておるところでござい

ます。これを受けまして、市内の関係の施設あるいは現在市内には任

意団体の観光協会がございますが、そういったところとの協議を現在

予定をさせていただいておるところでございます。いずれにしまして

も、このたびの百選を機に再び入り込み客の増というところに取り組

みをしていきたいと思います。 

現在、この百選に選ばれまして以降数社の旅行会社の方からも問い

合わせも入ってきております。来年の４月以降のスタンプラリーの開

催に向けて、先ほど市長が答弁をさせていただいておりますが、施設

等の整備をすると同時に、そういった市内の施設を有効的に活用した

ネットワークづくりを今年度確立していきたいというふうに現在取り

組みを進めておるところでございます。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   ただいま再質問の答弁を終わります。 
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再々質問はありますか。 

○赤 川 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   ８番 赤川三郎君。 

○赤 川 議 員   はい。今答弁をいただいたことを速やかにひとつ執行していただき

ますように望んで終わります。 

○松 浦 議 長   以上で、赤川三郎君の質問を終わります。 

この際、午後１時まで休憩といたします。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午前１１時５４分 休憩 

午後 １時００分 開会 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   それでは時間がまいりました。 

休憩を閉じまして会議を再開いたします。 

続いて、通告がありますので発言を許します。 

１０番 熊高昌三君。 

○熊 高 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○熊 高 議 員   それでは、あきの会の熊高昌三です。通告に基づきまして、質問さ

せていただきます。 

行政、議会、そして住民自治組織のまちづくりシステムについてと

いうことで市長にお伺いいたします。 

行政改革、地方分権が推進される時代にあって、行政、議会、住民

自治組織の三者がそれぞれのあるべき力を発揮するためには、今何が

一番求められているかということで、お伺いしたいというふうに思い

ます。中でも、二元代表制の中で、市長と議員の役割の認識がこれま

で以上に問われてきていると、私は思っております。そうした中、先

の５月１８日、北海道栗山町議会で、議会の活性化を目指し、本会議

で議員同志の討論を中心として議会を運営し、町長らの本会議の出席

を最小限に規定、また、町長、職員らが議員に対して、逆質問も可能

とした。また、議員と町民が町長に対し自由に意見交換する一般議会

を設置するなどの議会基本条例を全会一致で可決し、５月１８日当日

施行をされたようです。また、最近議会運営委員会でも、現在検討し

ております一般質問の一問一答形式の導入など、議会と行政の関係も

少しずつ変化を見せているというふうに考えております。市長にそう

いった栗山町の基本条例に対するご感想、市長ももともと議員でいら

っしゃいましたので、両方の立場が非常によく理解された立場ではな

いかということで、その辺の感想もひとつ聞いてみたいと思います。 

そして、安芸高田市でも現在、住民自治活動を活発化する中、住民

意識の変化も進みつつあります。車の両輪といわれる議会がその変化

にしっかりと対応し、一歩も二歩も先をつかむ必要があると思われま

す。そのためには行政も議会も、情報公開の徹底をはかり、議会は政
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策の後追いチェックではなく、行政は市民や議会に同時進行の議論の

場を提供する必要があると考えております。 

そういった点について、市長のお考えをお尋ねするものです。 

以上、質問終わります。 

○松 浦 議 長   ただいまの熊高昌三君の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの熊高議員さんのご質問にお答えします。 

行政、議会、住民の自治組織のまちづくりシステムについてのご質

問でございますが、まず、市長と議会の二元代表性の中でのそれぞれ

の役割と認識が、今後ますます問われてくるとのご指摘でございます。  

このことは、第２８次地方制度調査会答申と今国会の議論にもあり

ますように、地方分権が進み、地方の自主性と自律性が拡大しつつあ

る中、まさにご指摘のとおりと感じております。 

次に、質問の本旨であります行政と議会、住民自治組織によるまち

づくりのシステムについてでございますが、これらの組織が一つの仕

組みを構築していくためには、行政側として、あらゆる情報の開示を

徹底することがまず第１の条件であろうと考えております。このよう

な環境が整う中で、住民自治組織が主体で構成されているまちづくり

委員会が、市民参画の立場でその機能を十分発揮していくことが、協

働のまちづくりシステムの基盤になるものと考えております。 

また、議会は住民代表の議事機関としての機能を拡充しながら、地

域にあっては市民の皆さんと密着した関係の中で、住民自治活動の充

実のため指導助言をしていただく、行政は政策決定過程への住民参画

の推進や情報共有の場の確保、また、住民自治活動に対する適切な支

援など、それぞれの役割を果たしていくことが重要と考えております。  

いずれにいたしましても、今はまだ徐々に活動が充実し始めている

住民自治組織の基礎をさらに固めると同時に、市内全域に広がりを持

たせていくことが重要と考えております。議員の皆さんにおかれまし

ては、今後とも安芸高田市が進めようとしております住民自治のまち

づくりについての、ご理解とご協力をお願いするわけでございます。 

ご指摘の北海道の栗山町の状況についても新聞等でも見させてもら

っておりますが、やはり行政と住民との関係が今まで以上に急速な勢

いで変わってきつつあるということが、たしかに言えることであろう

と思います。そういう中での、この栗山町の取り組みであろうと考え

ておるわけでございまして、我々も今後とも参考にさせていただきた

いと考えております。 

○松 浦 議 長   以上で、答弁を終わります。 

再質問がありますか。 

○熊 高 議 員   議長。 
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○松 浦 議 長   １０番 熊高昌三君。 

○熊 高 議 員   市長から答弁をいただきましたけども、１３日からの一般質問が始

まり、いろいろ議会の議論をし、私も一般質問等の状況をみさせてい

ただきますが、今の市長の答弁にもありますように、一般的なお答え

という形が非常に多いかなというふうな気がしております。 
ですから市長の意とするところが何になるのかというのが、我々は

掴みかねておると、私だけかもしれませんけども、非常に掴みかねと

るというのが、私の実感であります。市長もよく例に出されたり、御

存じだと思いますが、合併しないまちの代表選手といいますかね、矢

祭町、ここらの合併しないという宣言をした後の、いろいろ取り組み

というのを新聞紙上等でしか私も理解しておりませんが、例えば職員

の経費削減を４５億あったものを３０億にし、１５億の削減をして、

それによって財政調整基金を３億９千万積んだということもありまし

た。あるいは犬山市だったですかね、ここらも給食の民営化をし、そ

このなかから浮いてきた１億数千万のものを市が独自に臨時教員を雇

って６０数人でしたかね、雇って、市の独自の教育施策をすると、そ

ういった新しい取り組みもされておると、そこに見えるのはやはり、

今日も市長が亀岡議員の質問にも答弁されていたように、国とか県と

かそういったものは確かに財政が厳しくなっておる、だからその部分

をどうやって市独自の政策で埋め合わせをしていくか、あるいは先取

りをしてやっていくか、それが問われておるんじゃないかなという気

がします。 
これまで、市長は高宮町時代に国あるいは県のパイプを通じて非常

に積極的な施策をされてきた、そういったながれが、今、非常に元が

ないということで厳しい状況になってきたということでありますので、

当然そこらの方向性の転換というんですかね、そういうものが必要だ

ということは市長もよく御存じであろうと思いますが、そこも含めて

市長のリーダーシップというんですかね、その辺が我々には見えてこ

ないという感じがしております。今日の質問の中でそこらを議会と行

政という関係を、もっともっと市長の信頼をいただいて、本当に施策

の段階から、議会あるいは当然先ほどの市民、さらにはさっきもあり

ました民間企業の発想、そういったものを含めてですね、しっかり政

策段階から双方の力を出し合うような、そういった方向が必要ではな

いかという意味で、今回の質問をさせていただきました。そこらが、

市長の本音の部分がどこら辺にあるんかなという気が私もしておりま

すので、ぜひとももう少し踏み込んだ意味での議会と行政の関係、あ

るいは市民との関係、そういったものをもう一歩踏み込んで、市長の

腹の内もしっかり出していただくような、そういったご答弁を希望し

たいというふうに思います。 
○松 浦 議 長   ただいまの再質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 
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○児 玉 市 長   ここからは答弁書に書いてありませんので、あるいは私の私見にな

るかもしれませんが、お許しを賜りたいと思います。新しい時代の流

れに対応して、どのように新市の施策をやるかというのは、どこの合

併した市町村も同じ思いであろうと思います。しかも、時代の流れで

一番大きな課題というのは財政的な行き詰まりがどこもきておる、こ

れ財政的な行き詰まりというのは、国が行き詰ったそのとばっちりが

地方に来たと、こういうことであるわけでありまして、それで、いわ

ゆる皆さんどっこも生き残りを賭けた合併で合理化をしていこうとい

うのが一番大きな合併の狙いでありました。合併せん町は合併せん町

なりに、本当に腹をくくって合理化をはかってきておる、こういうこ

とであるわけであります。 
今後の基本的な考え方というのは、やはり住民に情報を公開しなが

ら住民自治のまちづくりをどのように、ソフトの面のまちづくりです

が、やってくるかというのが一番今後の課題であると思います。ハー

ドの面はやはり年次計画でやっていけば、いつかはハードというのは

できあがる。しかしハードだけできても、本当に住民の自治組織がち

ゃんとしとらんと、住みやすい地域にならんと、こういうことで、そ

ういう意味では３２の地域振興会をまず立ち上げる、これは合併建設

計画の基本の中にあった問題でございまして、合併してから出てきた

問題ではないわけであります。そういう意味では、私はよその地域に

比べれば、そういう自治組織というのは、よその市町村に比べれば一

歩先んじていっておるというように考えるわけであります。これもや

はりすべて理想的なことにはいきませんので、やっぱり人口が多いと

ころはなかなか合意が取れないところもありますし、この自治組織の

規模が、何戸の規模が適正かということも今後やはり実践する中で探

っていかにゃあいけん、という課題であろうと思います。そういう意

味で私は合併後、一歩進んできておるんではなかろうかというように

思いますし、特に今後いろいろな行事を、事業を進めるなかで、住民

の意見を聞くというのが大事な課題でありまして、特に今回の第２庁

舎・総合文化保健福祉施設の建設につきましても、議会で特別委員会

をつくっていただき、議会の皆さんのいろいろなご意見を聞かせても

らう、また、住民のサイドでは住民サイドの委員会をつくっていただ

きまして、それぞれの住民の代表の皆さんのご意見を聞かしてもらっ

たと。この住民の代表の委員会の委員長を務めてもらいました、森俣

教授がこないだも話しをするなかで、今まで行政というのは大きな建

物をつくるときも、行政のサイドで設計図組んでこのようにしますと、

それを議会が議決してもらうかどうかということになるわけなんです

が、今回の安芸高田市の場合は、そういう点では非常に住民の意見を

くみ取るシステムをつくったと、それはやはり森俣先生八方のその委

員会等にも出て行って、これは安芸高田市のひとつの新しい試みであ

ろうと思うと、こういうように評価をいただいておりますので、そう
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いう点ではかなり私は前に一つ一つ行っておると思います。しかし、

具体的な行政の機構改革等については、まだ、私は手についたばっか

りというように考えています。職員の数についても、今、消防抜きで

一般職４５０ですが、これは大体行政１００人に１人と言われており

ますが、そうすると３４０人～３５０人いうことになろうと、まだ現

在３０人くらい合併後、減しておりますが、それでもまだもう１００

人、基準から言いますとですね、しかし、実際には分権等もあります

ので、仕事が増えてくるということがありますので、そこまでは無理

と思いますが、それでもまだやはり多いということでございます。い

うのはそれぞれ６町では、かなり人数がおらなできんことも、６つ一

緒にすりゃあですね、仕事の効率はあがってやはり職員も減せると、

そういう点では順次やってくる必要があろうと思いますし、組織を合

理化すれば、今度はそこにおった職員の職をどうするかいうことも考

えながら、やらにゃあいけんいうことでございますので、ご指摘のよ

うに先進的なとこに比べれば、あるいは不十分といわれるかもしれま

せんが、我々も合理化に努力していっておるところも評価をいただき

たい、このように考えておるところでございます。 
○松 浦 議 長   以上で、再質問の答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 

○熊 高 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １０番 熊高昌三君。 

○熊 高 議 員   市長言われるように私は評価を全くしていないというわけではあり

ませんし、むしろ評価をし、さらにもう一歩ずつスピードアップをし

てほしいという思いでお話をしておるわけです。というのが、スピー

ドアップというのは２年を経過していろんな場面で市民に痛みを求め

ているということなんですね。例えば、最近でも、これは収入役の方

に関係するんか分からんですが、予算が決まってそれぞれの団体の交

付金とか、いろんなものが３月いっぱいで出ておるんかなという気が

しておると、そういったものがまだ４月、５月にならんと出んという

ようなこともなかにはあるようです。そういったところからして、市

民はやはり一緒にやっていこうと言いながら、市民にばかり痛みを求

めておるんではないかと、そういった感情を持っておるというのも実

態なんですね。そういった意味で、市長も一歩一歩着実に特に住民自

治との対話をしながらやってこられているというのは非常に、全国的

にも評価されるし、我々も評価をさせていただいておるということな

んですが、やはりもう一方、特に市の組織の中の改革というんですか

ね、ここらが少し遅れ気味なんじゃないかなと。やはり市長の温厚な

人柄の政治手腕というのが、ある意味いい部分もあるでしょうが、や

はり部長あたりの皆さんがもっともっと本当に積極的にその部の責任

者だというような意識を持って判断していって、そこの部分は責任を

持たすからやれよというくらいの感じは、今のところ、すべてではな
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いですけれど、かなり感じられないというのが実態なんですね。そこ

らの組織というのを変えていく必要があろうと、そのためには、市長

言われるように議会とともに知恵を絞って、市民も協力してやらない

と、みんな痛みを分かつためには、やはりそれぞれの理解をしてもら

わんと、そういったかなり英断というのはできんと思うんですね。 
そういった意味で、議会も信頼していただいて、しっかり情報をい

ただきながら、ともにそういう改革をやっていくんだという、我々も

外から客観的に見とるという立場の時代ではないと思うんですね。そ

ういう意味で、市の職員さんも含めて、市長の５００人近い者が部下

だ、という私は感覚ではないんですね。我々議会の者にとっても市の

職員というのは、我々の手足になって動いてくれる、そういった人材

だというふうに思っております。そういうことだからこそ、もっとも

っと情報をしっかり議会へ公開してもらい、あるいは市民との対話と

いいながら、まだまだ市民に先々という形の情報提供というのはまだ

少ないんじゃないかなという気がするんですね。３月の議会の後の中

国新聞でしたかね、中橋支局長が書いておって、市長は非常に気分悪

かったんでしょうけども、議会と円満にやっていくというような記事

が小さく出ておりましたよね。そういったことも含めてですね、やは

りそういった見方が市長にされておるということは、まだまだそうい

った部分が市長の部分からしっかり明らかにされてくる必要があるん

じゃないかなというような気がしておりますので、国に頼り、県にす

がるという時代は終わったというなかで、むしろ市民、企業も含めて

ですね、議会、行政の３者が一体にならないとできない改革であると

思いますんで、特に矢祭町あたりの取り組みがなんでできたんだろう

かと、研究されたんかも分かりませんが、やはりやっておるというと

ころがあるということは、我々もできるんではないかという可能性は

あると思うんですね。合併をして矢祭町のようにさらに厳しい改革を

していけば、これより強い行政組織というのはないと思うんですね。

そういったことの、ひとつ期待をしたいと思いますんで、再度、そう

いった思いというのを、決意というのを聞かせていただきたいと思い

ます 
○松 浦 議 長   ただいまの再々質問に答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ６つが合併をいたしまして、所帯が６倍以上になったと、こういう

ことで、職員の数も消防も含みますと５００人を超える職員がおると

ゆう、こういうなかで私自身も５００人の職員の名前も、その性格も

まだ分かっておらんと。分かっておるのは私のおるフロアーぐらいの

ことで、それでさえも、この職員はどういう名前かのうというような、

やっぱりそういうような状況です。かつてのそれぞれの町村はですね、

６０人、７０人、１００人と全部ここの子はどこの子じゃというとこ

ろまで分かっていた。やっぱりそういうところまで掴んどらんと、な
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かなか合理化というのはできんなあというのを、今つくづく感じてい

ます。しかしそんなことを言よってもそれはいけんので、それぞれの

部署の責任のある職員がですね、それぞれやっぱり責任をもってやっ

ていく、これがやっぱり組織であろうと、ですからかつての、その合

併前の町村というのはひとつの家族のようなものであったと。今度は、

合併後は、組織として動かにゃあいけんという。この組織をどのよう

に動かすかというのがまだ十分でないような、わたしは気がします。

そういう意味で、今回は助役２人制、副市長を２人置いて、その市長

の意向が十分すぐ反映できるような、そういうような組織にせんと、

今までの旧町単位の考えでは、なかなか組織改革は難しいというのを、

この２年で痛感をしてきております。 
そういう意味では今回２人助役になりましたんで、私は一歩これで

進んでいくと、いうように考えておりますので、今後、そういう意味

でいいご提案、ご提言を叱正をいただいたというように考えて、今後

一層行政の合理化へも頑張っていきたいというように考えております。 
○松 浦 議 長   以上で、熊高昌三君の質問を終わります。 

～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

○松 浦 議 長   続いて、通告がありますので発言を許します。 

１４番 入本和男君。 

○入 本 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   はい。 

○入 本 議 員   １４番、あきの会、入本和男です。先の通告に基づいて一般質問を

させていただきます。 

支所の充実について、（１）広報「あきたかた」新市の一体性を早

期熟成するために各機関相互の人事交流や本庁と支所、支所間での異

動とあるが、内容について伺います。（２）支所の職員減の説明をお

願いします。（３）業務内容による本庁の支援策は、特に危機管理対

策について伺うものでございます。（４）補助金の審査会の審査状況

を伺うものでございます。 

２番目として、人的業務委託について、財政効果について伺います。

財政効果というのは投資効果に対して、効果しておけば金額が上がっ

ても、私はプラスだと思っておりますので、そういう面で伺っとるわ

けでございます。 

３番目に足下におかれない、現在試行運転をしておりますけど、今

後の生活交通確保については、先進地等を視察されて試行運転が済ん

だらしばらく検討するでは、現在利用されておる人の形から見ても非

常に不便をかけ、また、逆行するのではないかと思います。隣の町の

北広島町においても、大朝と新庄地区を７月１日から企業の協力を得

て運行をされる予定になっております。しかも、太っ腹にですね、財

政面は企業会計を見て、ちょっと疑問を感じたんですが、不用額、負

債額が出たら、行政が負担するという非常に太っ腹な形で進行される
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のでちょっといかがなもんかと私は疑問を受けたんですが、そこまで

生活交通のアクセスというものを市民の皆さんはウエイトを置いて行

かれるんだなと、その決断されたことに敬意を表しとるわけでござい

ますけど、安芸高田市においても試行が済んだ時点で、すぐ次の段階

に継続できるような形にするのが現状ではなかろうかというかたちで、

今後の対応と先進視地察研修はどのようにされているのか伺うもので

あります。 

４番目に子どもの体力づくりの推進事業について、これも、５月号

の広報に中学校の運動部活動を助成し、活動の活性化を図り、地域、

家庭、学校が一体となって、健康教育を推進するとあり、また、中体

連においても学校長が部外者コーチを認めても良いようになっている

が、現在の実績はどのようになっているのか。この例えが、私は野球

なんですが、先だっての土日に、土曜日は自治労の大会がありました。

そして明くる日はここ主催の、防犯主催の中学校の大会がありました。

その中で、私がここに地域、家庭、学校というなかで一番思ったのは、

自治労の大会が、チーム力は確かに悪いんですよ。フライが捕れそう

な球が捕れない人がおるわけなんですよ。しかし、チーム力といった

ら、特に大竹支所のキャッチの方だったでしたけど、ライトの人がフ

ライが捕れるのに捕らない。グローブにあてるのに捕らない。それで

もやはり、弱者に味方というか、弱者が一生懸命、へたな人が一生懸

命やっとる人を励まし、みんなで楽しくやって勝利へ向かう前進の姿

を見せていただきました。半面、小学校とか中学校のベンチの声言う

たら、おんどりゃー、すんどりゃー、なにしよるなという声が飛んで、

これは本当の、我々が望んどるスポーツを通じての教育というのは、

それではないんじゃないかと、いうふうに思いました。ある面では、

スポーツというものは体力をつくるわけですけど、指導の仕方を間違

ったら、障害者をつくることになるわけです。私も過去２０年間、そ

ういう形で、スポーツ少年団という形で見てきましたけど、小学校の

時点で、方向を間違うと肘がまがらなくなった子がおりましたし、腰

が痛くなったというふうにあります。よって、これは非常に大事なこ

とだなと思いましたので、改めてここで。 

次の慣行の取り扱いについてですけど、これは、昨年の１２月に同

僚の渡辺議員がですね、質問されとります。たまたま私も気持ちがそ

の時にあったんですが、重複しとるということで、私は取下げさせて

いただきましたけど、せっかく先輩がいいところにまちづくりの、市

民の憲章、市木、市花、都市宣言等というふうな非常にいい合併協定

書の中に書いてあるにもかかわらず、これはやっぱり安芸高田市用の

総合計画をやっていくにしても、憲章とか木とか花とか、いうものは

市章を決めるときと同時に私は今となってはすべきではなかったかな

と思うわけです。というのは、やはり物事するうえにおいては、地域

づくり、環境づくり、公園に木を植えるにしても市の木を植えたり、
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花を植えて、今日も百選といっておられましたけど、そこらあたりに

も木の林をつくり、花をつくった。これが市の花というような提言も

できますし、地域振興会でも現在いろんなかたちでやっておられます。

その中に、過去の町の花とか木はありますけど、全体を深める意味を

言いましても、そういうかたちが私は足下に置いておかずに、それは

早急に実施されているような計画があるようになくてはいけないと思

います。そういうかたちで改めて半年経過してきた今日伺うものであ

ります。 

以上の点について、市長並びに教育長に伺います。 

○松 浦 議 長   ただいまの入本和男君の質問に対し、答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   ただいまの、入本議員さんのご質問にお答えいたします。 

本年４月１日付の職員の人事異動は、総勢１６５名、異動率で申し

上げますと３２.９％と、昨年に比べますと比較的大幅な異動になった

わけでございます。その中でも議員ご指摘の新市の一体性の醸成とい

う観点から、本庁と支所及び支所間の配置換えに配慮し、１６５名の

異動者の中で３１名をこれに充てることとしております。また、各機

関への人事交流で１９名の職員を配置換えしており、交流という形で

の配置換えは全体の３割に達しておるということを考えております。 

次に、支所職員の減員についてのご質問でございますが、最大の要

因は、昨年度末１３名の退職者に対しまして、新規の採用を一切行わ

なかったことによるものでございます。退職者の不補充に対応するた

め、本庁各部局で減員が可能かどうか、あらゆる角度から検討いたし

ましたが、新たな施策や重点事業等への対応を余儀なくされ、やむを

得ず現在の体制を取らせていただくことになったわけでございます。

新たな施策や重点事業は、例えば介護保険の制度改正に伴う地域包括

センターの新設や、地域高規格道路対策室の設置、また第二庁舎・総

合文化保健福祉施設の建設などがあり、いずれも新市建設においては

欠かすことのできないものでございます。 

今後においても、職員数は年々減少することは明らかですし、その

ため、職員数に応じたスリムな組織への移行は必要不可欠でございま

す。簡素で効率的な組織を目指して、本年度、具体的に組織改革に向

けた検討を行うとともに、合わせて職員の能力向上を図る研修等の充

実を図ってまいりたいと考えております。 

次に業務内容による本庁の支援策、特に危機管理対策についてのお

尋ねでございます。先ほども申し上げました事情により、支所の職員

数を概ね２から３名減じておりますが、これらのことは行政改革の過

渡期において、避けて通れない現実であり、本庁支所間の連携や事務

事業の合理化、効率化などにより、市民サービスの低下を招かないよ
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う、行政内部において可能な限りの努力をすべきと考えております。

しかし、議員ご指摘のとおり業務の内容によっては、日々管理を必要

とする施設を多く抱える支所もあることから、実情に応じた連携、応

援体制を普段から整備しておく必要があろうかと考えております。特

に、災害に対しては、いつ、どこで、どのように発生するか、また拡

大するかが予測できないため、普段からシミュレーションを行い、危

機管理体制を整えておく必要があると認識をしております。具体的に

は、職員派遣により、本庁、支所間の応援態勢を、現在整えておると

ころでございます。 

次に、補助金審査会の活動状況についてというご質問でございます

が、補助金につきましては、限られた財源の中で、適正な市政運営を

目指すという観点から、新市発足以来、平成１７年度及び、本年度の

予算調製段階において一律削減という方法により、予算の抑制を図っ

たところでございます。一方で市の単独補助金につきましては、合併

前から、一部では既得権として取扱われているという実態もございま

す。本市といたしましては、市民の皆様に公平で満足していただける、

質の高い行政サービスの提供をめざして、現在、行政改革の取り組み

を実施しておりますが、この一環として、補助金の見直しを行うため

の準備をいたしているところでございます。具体的には、市民への説

明責任の確保と透明性の向上という観点から、補助金についての交付

基準及び評価基準を明確にし、これに基づいて行政内、及び第三者期

間によって、評価を実施することといたしております。第三者の組織

によって、評価を実施することにしております。なお、第三者組織と

して、行政改革懇話会へ補助金審査検討委員会を、仮称でございます

が、補助金の審査検討委員会を設置し、この委員会へご意見を参考と

させていただきながら、平成１９年度の予算へ反映をさせていきたい

と考えております。 

次に、人的業務委託についてのお尋ねでございます。現在行ってい

ます人的業務委託は平成１７年度より実施しており、その内容は保育

士及び保育所給食調理業務、学校給食調理及び寄宿舎運営業務、公共

施設管理業務、一般事務業務と大きく区分して４つの業務になります。 

お尋ねの財政効果についてでございますが、基本的にコストの比較

は、従前の臨時職員等を雇用していた場合の賃金等の額と比較するの

ではなく、委託業務をすべて正規職員で対応した場合の人件費と比較

した場合、どれほどの効果が見込まれるかということだろうと思いま

すが、単純に平成１６年度の決算額と平成１７年度または１８年度の

予算額を比較し、評価することはちょっと困難であろうかと思います。 

なお、今後においては、年々退職していく職員に対しては、２割程

度を補充するとともに、事務移譲等により事務量が増えれば、どうし
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ても指定管理者制度を含む、民間活力の導入を考えざるを得ないと思

っております。したがいまして、今後とも、行財政改革の面から、業

務委託の内容を精査いたしまして、その運用の適正化を図りたいと考

えておるところでございます。 

次に、生活交通確保対策の今後の対応についてのご質問にお答えし

ます。 

ご承知いただいておりますとおり、本市におきましては合併後、平

成１６年度に乗合バス運行路線の再編を基幹とする、スクールバスや、

へき地患者輸送車の活用や予約乗合タクシーの導入により、様々な地

域の実情を勘案した安芸高田市生活交通確保計画を策定したところで

ございます。平成１７年度からは、この計画に基づきまして、乗合バ

ス路線の再編、市内タクシー事業者への協力による予約乗合タクシー

の試験運行を実現したところでございます。予約乗合タクシーにつき

ましては、議会へ報告いたしましたとおり、利用登録者の皆さんへア

ンケ－ト調査の結果をみますと７５.１％の市民の方が本運行を望ま

れておられ、現在は利用していないが、将来は利用することが考えら

れるため、ぜひとも継続して欲しいという強い要望もいただいておる

ところでございます。このため、本運行へ移行するための目標平均利

用者基準の見直しや、運行ルートの再編などを検討し、利用促進を図

るとともに、本運行へ向かって、作業を進めていく予定にしておると

ころでございます。 

以上のとおり、当面は、大幅に再編した乗合バス路線の課題を整理

しながら定着するように、予約乗合タクシー制度を今後とも充実して

いきたいと考えております。ただ、地域によっては、多様にニーズと

課題がありますので、地域振興会等の具体的な取り組みについては、

ご相談にも応じ、適切に対応していきたいというように考えておりま

す。 

次の体力づくりにつきましては、教育長の方から答弁をしてまいり

ます。 

○松 浦 議 長   もうひとつ、慣行の市の花とかいうのは市長じゃないですか。 

○児 玉 市 長   慣行の取り扱いについてという項がもうひとつございました。 
慣行の取り扱いについてのご質問でございます。 
昨年１２月の定例会で、渡辺議員さんからも同様のご質問をいただ

いております、市民憲章、市の花、市の木などの制定に係る状況と実

施計画についてでございます。合併後にこれらを調整することとされ

ていた県内の他の自治体の状況は、２市で市の花、市の木の制定が合

併後行われております。それから１市で現在公募中、1 市でまだ未定
ということになっております。 
本市におきましては、合併３年目を迎えまして市民の一体感の醸成
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を図る意味におきまして、できるだけ早い時期に制定したいと考えて

おりますが、性急な統一は難しい面もあり、各地域の状況も尊重しな

がら慎重に進めたいと考えております。制定にあたっては、市民の皆

さんの意見が、企画段階から十分反映できる仕組みを取り入れるべき

であろうと考えておりまして、現在、去年の１０月の段階で三原市と

三次市が市の花、市の木の制定を合併後しておられますし、現在庄原

市は、募集中ということでございますし、江田島市についてはまだ未

定ということでございますので、安芸高田市も早急に取り組みをして

いくように今考えておるところでございます。 
○松 浦 議 長   続いて、答弁を求めます。 

○佐藤教育長   議長。 

○松 浦 議 長   教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長   それでは、先ほどの入本議員のご質問にお答えをしたいと思います。 

子どもの体力づくり推進事業についてのご質問だったと思います。 

児童生徒の健やかなからだの成長のためには、体力、運動能力の向

上をはじめ、さまざまな角度からの取り組みが必要となります。とり

わけ、心と身体が急速に発達する中学生の場合を考えてみますと、運

動部活動は大きな比重を占めてまいります。質問の中にもございまし

たけれども、子どもの体力づくり推進事業といたしましては、中学校

の運動部活動の活性化を図るための補助事業として、スポーツエキス

パート活用事業がございます。 

これは、中学校を中心とした運動部の充実を目指して、地域から専

門的な技術指導のできる指導者を派遣する県の教育委員会の補助事業

でございます。平成１８年度の例で申し上げますと、市内５中学校で

８つのクラブが、この制度を活用して指導をしていただいております。

なおその際指導者は、いたずらに勝負にこだわらず、スポーツを通し

て、全人教育をするという視点に立って、指導にあたっていくことが

非常に大切だと考えております。先ほどの指摘もございましたけれど

も、このことは指導者として、もっとも心得なくてはならないことで

ございます。今後、そのことがないように私の方からもいろんな機会

に話は進めてまいりますが、時には日頃練習を一緒にしておるという

ことで、厳しい言葉が飛ぶかもわかりませんが、そのことがかえって

子どもにとっても良いということもあるわけでございます。いずれに

いたしましても、周囲から見ておる人が、そのことによって不快感を

持つということがないようには、是非ともしていきたいと思いますし、

それがやはり指導者としての大切な心得だと思っております。 

以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で、答弁を終わります。 

再質問がありますか。 
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○入 本 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １４番 入本和男君。 

○入 本 議 員   今回私は、資料要求しておりますので、その件もありまして質問さ

せていただきますけど、最初の異動の件でございますけど、まず異動

者名とか異動者率とか、それから人事交流の１９名とかいうのは、こ

れは数字だけなんですね。この内容だと私は思うわけなんですよね。

内容が本当に人事交流になっているのか、と申しますのは、合併当時、

支所から本庁へ、それからこのたびの人事で本庁から支所に帰ったん

だけど、スタートが例えば甲田から本庁に来て、甲田の人間が甲田に

帰ったんでは、これは私は人事交流とか異動とかいうのはあまり意味

をなさんといったら語弊があろうかと思いますが、それは本来の姿で

はないというような気がするんです。と申しますのも、それでは失礼

な言い方になるかも分かりませんけど、このたびの人事異動をみます

と、吉田町の職員が１名ほど支所に出ておられます。しかもですね、

その役職が担当課長で出ておられるんですね。私も不勉強で分からな

いんですが、例規集を見させてもらうと、支所には担当課長とか主幹

を置くようにはなってないんですね。これがどっかの運用であるなら、

私の不勉強のところで正してもらうわけなんですが、そういう意味も

このたびの資料を見ましても、主幹が３名また、担当課長が１名とい

うような全体の支所を見てもあるわけなんですね。この人事はどうい

うところからされておるんか私も分かりませんが、そういう面も不信

に思うわけでございます。やっぱり例規集に沿った人事交流されるの

が、本来の姿ではないかと思うんですが、そういう人事交流されとる

のは、どういう面があってされたのか伺うものでございます。 
また、これも甲田のことで非常に言いにくいんですが、支所長とい

うものは本来、市長もですね答弁のなかに支所長たるものは旧の町長

であると言われとるなかでですね、非常に地域振興課というものにウ

エイトを置かれておると、それでこれが甲田町でなかったらもっと言

いやすいんですけど、よその町だと言いやすいんですけど、なぜこれ

が振興課長と兼務でやられとるんかというのが、あまりにも兼務とい

うものを支所の充実と言いながらですね、いちばん大切な部署、まあ

どの課も大切なんですが、いちばんウエイトを置いてかれる地域振興

と言いながらですね、支所長がそれだけの技量があるいわれれば、私

がまた愚弄したようになるんで失礼な言い方になるかもしれませんが、

私は基本的にはですね、支所長というものは市長の任期中は、やっぱ

り支所を充実してくれよと、意見交換を連携してですね、ある程度の

方向づけしてやられるのが筋ではないんかなと思うんです。今のやり

方みると、１３名の退職者で大体平均的に２名、向原が３名でしたか

ね、あとは２名ぐらいの減でですね、退職者数が表面的にはですね支

所に、見方によってはですよ、数字がそこに合体するような数字にな

る。そうすると、先日の助役の発言のなかに部長並びに支所長ともど
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も、人事の話し合いのなかで事務量の削減があったのかなと、そうい

うかたちで改革があって、そういうふうにされたんかなと思うわけな

んですが、私はまだそこまで行っているような気はしないんですが、

それで行っとるんならそうかなと私も理解しないといけないんですが、

このたびの支所長兼務する課長、今後また来年、当事者もおられるよ

うでございますけど、その方があいたときにそういう形をとられるん

かどうか、総合計画で言われておる支所の充実と言いながら、兼務が

はたして本当に仕事を発揮できるんか、そのことも伺いたいわけでご

ざいます。 
そういう人事になったいうことは、多分支所長も納得されたわけだ

と思うわけなんで、人事ですから、口を挟むことは我々もできないわ

けでございますが、事情の内容等を聞くことは私はできるんではない

かというふうに思っております。その点において、このたびのそうい

う経緯、協議内容のなかでそういう形になったかを伺うものでござい

ます。 
支所に関する形で、緊急体制もそうなんですが、普段からシミュレ

ーションを行い、防災体制を早急に確認し、本支所間の応援体制をと

るとなっておりますけども、この梅雨時期と先日の地震等がありまし

てですね、本部と支部と、本部と支所との連携がいると思うんですが、

本部はですね、失礼な言い方になるんですが、吉田には支所がありま

せんので、当然、本部と支所が合体になると思うんですよね。それで

本部はどこに置かれて、吉田支部を置かれて支部体系がどの程度です

ね、このたび整ってきてるんかなと思うわけなんです。昨年度の実例

が話されたようにですね、支所から本部に電話したら本部が解散して

おったと。本来は、本部が一番最後に解散して支部が解散した後に、

本部が解散するというのが本来の姿であろうと思います。そういう体

制がどのようになっておるのか伺うものであります。それで、非常時

の用品がですね、各本部並びに支部に土のうとか食料とか毛布とかで

すね、どの程度整備されているのか伺うものでございます。 
補助金のところでございますけど、補助金も合併協のなかにうたっ

てあるもののなかには一律カットとはうたっていないんですよね。私

も資料をもらいましたけど、この合併協のところにうたっている要綱

はですね、各種補助金、交付金等については従来からの経緯、実状等

に配慮しながら、法的必要性、有効性、公営性の観点から見なしたう

えで新市において調整すると、ここに文言が書いてあるんで私が読ま

なくてもいいかと思うんですが、一律一律というのは、本来の合併協

のやり方からすれば逸脱しておると、私は思うんです。やっぱり本来

のこの合併協に従った処置をしていくのが、本来の姿であろうと思う

し、その新市になって調整するというふうになっとるいうことは、調

整ではありませんよね、一律カットいうのは。それも調整いわれたら

私も理解に苦しむんですが、そこのところをどういうふうに考えてお
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られるのか伺うものでございます。 
１９年度に反映する言われますけど、委託料とか負担金とか補助金

とか、深めたら現在話題性になっておる経費の問題言われるんでした

ら、随意契約等の、各支所に持ち寄った場合のですね、１社にやった

場合、１億ぐらいすぐヘタすれば７５％の入札率とかいうように聞い

たらですね、業務体系も旧町の時代から言うたら変わっていると思う

んですね。その内容をどのようにして１９年度にまだ検討委員会がで

きていないのにですね、１９年度に反映されるというので、大変私は

現地で調査が必要かと思うんですが、その点について１９年度にどう

いう形で反映されるのか、具体的にお聞きしたいものでございます。 
それから、人的業務委託ですけど、これは私は財政効果というのは、

これは男女共同参画にも大きく影響しておると思うんですよ。経費が

かかってもですね、地域で働く人がおられてですね、それは非常によ

いことだろうと思うんです。財政面を圧迫いうんか、削減を求めるの

もひとつの手かと思いますけど、そこらを総合的に考えてですね、こ

のたびの調理員の移管について、給食センターに向けての人事異動か

ということですよね、全部、業務委託されまして、職員は小学校とか

保育所の分をやられた。これは市長さんが申される給食センターに向

けての人事か、その点を伺うものであります。このたびの契約内容で

ございますが、契約はどの時期にだれがしておられるのか、また、勤

務時間数はだれが決めてるのか、それから、私も昨年の３月には助役

はじめ収入役がですね、人的業務の文書を説明の議事録を読んでみた

ら、非常にやさしく対応するようなことが書いてあるんですけど、現

時点ではですね、なにかちょっと弱いものいじめのような契約内容と

か契約時期になっているんではないかなと思っております。私の勘違

いだったかもわかりませんが、社保というものは、私は民間に行った

ら全員なるような錯覚しておったんか、そこら押しが足らなかったん

か分かりませんけど、そういう安心感がありますよと、行政が管理し

た場合はそういうものはないけど民間委託になってくると社保がつい

て安定した、その点についてこのたびでも、ここにある資料では、事

業団では１０２名のうち４４名が社保の対象外になっておるという形

なんですよね。時間数も足らないからそういうふうになってくるいう

ことになると、昨年との比較がないから分からないんですが、そうい

う面でも非常にほとんど女性でありますので、事業団の場合は、女性

の立場においても、男女共同参画からみても、そういう面が感じられ

るわけです。保育所の調理員というものは、人的業務になって、隣の

三次の例でいったらいけんですが、食の安全からしてこれは行政説明

として業務委託で保護者の方に説明責任はいると思いますが、それを

果たされているのか伺います。 
それから生活交通ですが、これはもう私もずっと前から言ってきて

おるんですが、もう生活交通の場合は、もう今のようにこういう本が
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１冊になってですね、どこも実行してやらなければいけないという資

料がたくさんあります。もうだから先ほど市長さんもやる時期に来て

おると言われたので、試行運転が済んだ時点ではですね、私もあえて

よその例がどうじゃこうじゃ言いませんので、試行運転が済んだと同

時に本行運転に切り替えるだけですのね、諸準備をしていただければ

と思います。 
慣行のかたちですが、これはよそが先にですね、私らのところが合

併が先でよそが先にやっとるとかいう問題ではなくて、本市としては、

その難しい、性急な取り組みは難しいと先ほど言われましたが、やは

り、前向きな姿勢が私はどうしてもいると思うんですよ。難しいもの

を後回しにするんじゃなくて、難しいものを先にやっていくというよ

うな意欲がほしい、と。そしてこれがやっぱし、記念行事のときには

そういう花とか木とか、それから憲章を見てですね、地域づくりをし

たらいいんではないかと思いますんで、この具体的な計画をお知らせ

いただきたいと思います。 
それから教育長の子どもの体力の件ですが、これも資料もらったん

ですが、実際問題として、現在、向原高校ではハンドボールが男女と

もインターハイ出場する。これはやはり指導者の環境が整っておると

いう面もあろうかと思うんですよね。それで、このたびのワールドカ

ップにしてもサンフレッチェから駒野さん、近隣でいえばカープの選

手の梵とかいうのがやっぱり出とるんですよね。と申しますのも、現

在、議会広報においてもですね、子どもさんの夢を載せとるわけです。

その中にはバスケットじゃ、サッカーじゃテニスじゃとそれは当然野

球もありますけど、そういうなかで子育ての中においてですね、先生

というものは転勤があります。そうするとですね、やっぱりそこで温

度差がつくと。その中に顧問さんを入れておられる学校がありました。

しかしながら部活に足らない学校がまだ４部あるわけです。全く知ら

ない人が指導するということは、先ほど申しましたように夢に向かっ

て行くんではなくて、体を逆の方につくってしまうという、それから

癖というものは小学校でついたら中学校、中学校でついたら高校とい

うように直りません。目的を達するときには体の故障になることがあ

ります。そういう面で教育と、教育長が言われるようにですね、地域

という言葉が入る以上は、指導者のバンクをつくってですね、そのバ

ンク指導の資格をしないと、現在ここで言われている人がおられます

けど、外部指導が１４名おられますけどですね、この人の資格という

ものを教育委員会がどの程度把握されてですね、教育長言われました

ようにプロの選手をつくるところではないんですよね、成長過程にお

いて心と体をつくる、そのなかでですね、中体連も将来５年くらいし

たら中体連は離すんじゃいうような、ちょっと投げやりな先生の言い

方もあったり聞いたりするんですが、それはそれとしてですね、地域

が子育てするということになれば、やはり、外部からの指導者の資格、
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それから団塊の世代でちょうどそういう専門的にやってこられて、健

康の管理また技術的な指導できる人を、やはりそういう環境を整えて

あげないと、子育て、子育て言いながらいけないんじゃないかと思い

ます。予算等がですね、どの程度補助金もろうとると思うんですけど、

やはりスポーツを愛する人いうのはなかなか金目当てではなくて、や

はり将来の子どもに夢を叶えるために力を貸そうというかたちはあり

ますんで、銭にこだわるんではなくてそういうところにやはりウエイ

トを置いてもらいたいというように思いますんで、その点についての

考えをお聞きするもんでございます。 
○松 浦 議 長   ただいまの再質問に答弁を求めます。 

まずはじめに市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   最初の、支所、本庁間の人事交流という問題でございます。 
人事異動に伴う交流いうことでございますが、それぞれ支所にも本

庁にも、今までの事情がございまして、例えば支所を大幅に異動させ

たときに、住民から全然知らん人が来とって、どうかというような苦

情も来ておるところもあるわけでございます。したがって、そこらは

やっぱり支所の住民の対応をどうするかいうようなことも考えながら、

私は人事異動をやっていかにゃいけんのんじゃないかと、このように

思います。ご指摘のように、ばさっと支所、本庁間の交流をせいとい

うことになれば、それはそのとおりにやる方法もあるわけでございま

して、今回の異動で、いろいろ意見はあるんです。吉田の人間がほと

んど本庁の関係におって、異動しとらんじゃないかと、こういう意見

もあるわけでございます。それはそれなりに支所との関係の事情があ

ってですね、支所の事情もやはり考えんにゃあいけんということがあ

りまして、我々としてもその点の市民対応との関係を考えながら、異

動も考えていくというようにしておるところでございます。また、危

機管理体制の問題でございますが、去年の実態から言いますと、かな

り雨の降る支所と降らなかった支所があるわけでございます。したが

って、４７年災害並みの雨が降っていたところもありますし、また支

所によっては早く雨がやんだところもあるわけでございます。そうい

うところで、全部の安芸高田市内の災害が心配がないなった時点で、

全員解散ということにするのがええんか、やっぱりこれ以上災害が出

んというところは、早くその体制を解散した方がええかと、こういう

問題もあるわけでございまして、非常に広域になっておりますから、

こういうことで、１日の残業手当を計算しましたら、あの日は一晩で

７００万円残業手当がいったと、こういうようなことがございまして、

銭金の面で災害をどうこういうことはどうかと思いますが、やはり実

態にあって、やっぱり支所ごとの解散をすると、そういう方法も考え

ていったらどうかということを、こないだからそれぞれ支所長会議で

検討してきておるところでございます。 
補助金の問題でございますが、なかなか合併して今ちょうど２年た
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ったわけでございます。予算つけるのは２年経ったわけでございます

が、これを削ってあれを残すいうんがなかなか難しいというんで、結

局一率１割ずつカットさしてもらったと、こういうことでございます。

ちょっと今数字を持っておりませんが、大体２００団体以上、金額に

して単市で５億くらいの、補助団体への補助事業があるわけでござい

まして、かなりのこれは市としては大きな課題になっております。で

すからこれを今年度から申し上げましたように、補助金審査検討委員

会で検討して、これは本当にいいか、続けにゃあいけんか、減額して

もええかという検討をしていきたいとこのように考えておるところで

ございます。人的委託業務につきましても、特に今回の整理したのは、

調理でも正規の職員と人的委託の職員が一緒にやるところもあります

んで、そこらはちょっと整理したほうが、人事管理上いいんじゃなか

ろうかということで、人的業務の委託でやる部署、それから正規の職

員でやる部署、というようにちょっと分けさしてもらったと、こうい

うことがあります。 
それから生活交通の問題については、今一応試行段階がほぼ終了し

ましたんで、それをもとにして再検討するいうことになろうかと思い

ますが、どうしても皆さん全員が満足のいくところまでいかないとこ

ろがあります。これはご了解をしていただかないけんと思いますが、

先般も小原の振興会の会議で汽車の連絡が悪いということがありまし

た。これはなぜかというと学校の通学の生徒を優先してやっておりま

すんで、どうしてもそれを優先すると汽車の時間に間に合わんように

なるとこういう問題もございますし、いろいろの事情があります。ま

た後ほど担当それぞれ部長の方からも補足の答弁をさせていきたいと

思います。以上でございます。 
○松 浦 議 長   続いて、再質問の答弁を求めます。 

教育長 佐藤勝君。 

○佐藤教育長   それでは先ほどの再質問の答弁をさしてもらいたいと思います。議

員ご提案いただきました人材バンクの登録ということにつきましては、

単に運動部活動だけに限りませんけど、文化的な面においても必要な

ことだろうと思いますし、そういう登録をされておる方にお願いをし

て、伝承芸能とかいうことについてもご指導いただいたり、運動部の

指導していただいたり、あるいは現代は学校において邦楽ということ

も学習するようになっとるんです。極端に申しますと、琴とか三味と

かいうことについても音楽の時間に学習するようになっておるんです。

音楽の先生といいましてもすべてが万能ではございませんので、そう

いう場合にはそういう人の力を借りたり、市内の学校では習字という

授業もあるわけでございますが、そういうときにはほとんどプロ級の

人にですね、おいでてもらって指導してもらうということもございま

す。そういうのを学校が知らずにおったのでは、皆さんの協力を得な

がらですね、協力して育てるということにはなかなかつながらないだ
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ろうと思いますんで、今後、このことについて努力してまいりたいと、

このように思っております。ただ、その方に集まっていただいて市の

教育委員会で講習をするということについては、ほとんどプロ的な技

術まで持っておられる方に指導するいうたらおこがましいということ

もちょっとございます。いうような関係で、今後、研究課題にさせて

もらいたいなというように思っております。 
次にいろんな活動で学校等へご指導いただいとるという地域はです

ね、大変うれしいことでございまして、よく新聞等で先般はある学校

の地域の人に手箕をつくるのを手伝ってもらうというのが中国新聞に

も出ていましたけど、そういう面から言いまして、学校の教育活動の

スケジュールのなかで、その計画とあるいは指導の内容について十分

連携をとっていただいて、ご指導いただくということについては、よ

り一層の教育効果が高まると思っておりますので、今後とも進めてま

いりたいというように考えております。以上でございます。 
○松 浦 議 長   続いて、答弁を求めます。 

助役 増元正信君。 

○増 元 助 役   人事の関係につきまして、私の方からも少し述べさせていただきた

いと思います。ご指摘のとおり人事異動の内容が問題なんだというご

指摘でございました。まさにそのとおりでございます。職員１人１人

を動かしていくということにつきましては、我々もそれなりの決意を

持って動かさなければならないというふうに思っておりますし、適材

適所が基本でございます。そういった思いではございますけれども、

１８年度の異動につきましては、職員の異動希望調査といったような

こともひとつのシステムとしてとらしていただきました。それが１０

０％そのようにはならないということでございますけど、やっぱり職

員が、自分はどういう技能を活かしたい、どういう道に進みたい、そ

ういうものもあるんではないかということで、初年度の試みとして、

１８年度取り組みをさせていただきまして、若干の反映もさせていた

だいておるところでございます。また、事業の目的に沿って、人材な

り、能力を持った人を配置させていただきたいということで、担当課

長制等もひかせていただくなかで、情勢の整備を重点的に取り組まな

ければいけないと、そういうことで、やはりそれだけの能力を持った

方に異動いただくといったような思いで、本庁から支所へといったよ

うなことも取り組まさせていただきました。支所におきます担当課長

制につきましては、やはり規則と、法的な整備はしなければいけない

ということで、現在、そういう整いはさせていただいております。支

所長さんと業務管理課長の兼職がどうなのかということがございまし

たけれども、できることならば兼職というのは避けたほうがいいとい

うふうに思います。それぞれの職務を専念していただくということで

の職であるわけでございますけど、全体の総数が減っていくなかで、

兼職もやむを得ないということで、他にもそういった形での課長さん
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に兼職をしていただく、あるいは部長さんにも社会福祉事務所の所長

を兼職していただくと、そういったような形で取り組まさせていただ

いております。ただ、これもこれまで地域づくりに関わっていただい

ておったという実績もあるわけでございますから、そういった分野を

大いに生かしていただきたいという思いはございますし、そういった

形で現在もですね、奮闘をいただいておるというふうに思っておりま

す。また、支所と本庁の関係ですが、当然、合併当初、支所の充実と

いうことがございました。我々もそのように今現在も思っております

けれども、２年間やるなかで課題はないのだろうかということで、支

所長さん等も実態のお話をさせていただきまして、特に業務管理課等

につきましては、一応本庁で統括する。支所は支所であまり予算がな

いなかで業務を管理しなきゃいけないといったような、一種の二重行

政の弊害もあるんだという実態も浮き彫りになってきております。そ

ういったなかで、今年度、例えば保健師さんにつきましては、本庁一

括といいましょうか、二重行政というようなことがありまして、業務

の見直しをしなければいけないということで、これは今の支所から、

減員だけをみんな支所に当てはめたんではないかというご質問でござ

いましたので、それは全体のなかでの減ということでございますけれ

ども、支所の業務の見直しということはやっていかなければいけない

と。現在の、これまでやってきたことのなかにそういった課題もある

というふうななかでは、今後１９年度等に向けましてはですね、もっ

と抜本的に同じ業務でもスムーズに行けるような人材、人事配置をし

たいということでのその経過的な部分としての、今年度の１８年度の

人事配置いうふうな意味合いのことも思っております。 
私の方からは以上でございます。 

○松 浦 議 長   入本議員にちょっと問います。 
答弁漏れはありませんか。今までの中で。 

○入 本 議 員   箇条書きに聞いたら、箇条書きに答えてもらわんと、今のように支

所長は業務管理しとるんじゃけ、その理由はと聞いとるんじゃけ、こ

うこうで才能があったけそういうふうにしました、とかそういうふう

に答えてもらわんと、来年度のことじゃなくて現実のことを聞いとる

わけですから。 
○松 浦 議 長   わかりました。 

ということでございますので、執行部はひとつ、そういう答弁して

下さい。 

それでは総務部長、答弁を求めます。 

○新川総務部長   補助金の審査会の活動状況ということでございますが、現在、こう

した補助金の改革につきましては、基本方針を定めさせていただき、

補助金整理合理化プランというものを作成させていただいたところで

ございます。そういう状況を行財制政改革の一環のなかで、この精査

というものを進めさせていただきたいというように思っております。
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考え方といたしましては、当然現在、補助金を交付しておる各原課の

方から、やはり調書を全部つくりだして、そうした必要性また公平性、

効果性、そういうものをですね、条件的に整理をさせていただきたい

というように思っております。それと、評価基準というのを定めさせ

ていただきながら、必要性また公平性、透明性という枠の評価段階と

いうものをも整理をさせていただきたいということで方針の検討基準

というのを定め、その補助金の必要性、廃止、縮小、継続、発展とい

う項目等も定めさせていただきたいというふうに思っております。現

在、こうしたプランを一応整理させていただき、現在、人選等の行財

政改革の一環のなかの懇話会の委員の皆さんの中から、お選びをさせ

ていただきたいという状況でございます。また後の危機管理に対する

関係、また人的業務につきましては総務課長の方からご答弁させてい

ただきたいと思います。 
○松 浦 議 長   答弁を求めます。 

総務課長 高杉和義君。 

○高杉総務課長   業務内容いうより、本庁の支援策のなかで危機管理のなかで特に本

部と支部との連携はどうなっとるんかということでございます。特に

吉田につきましては、基本的には本庁直轄というふうなかたちでの取

り組みをしてまいりましたが、昨年から吉田支部というのを各支部と

同様に設置いたしまして、その本部のなかの一部にその区分けをしま

して、吉田支部を担当する担当部長も置きまして、そこでの対応をす

るようにしております。ただ、その災害時に対する備品等、備蓄等が

どうなっとるんかという質疑でございますが、これができてはおりま

せん。一部、非常食等につきましては消防の方で確保されております

が、その食料にいたしましても、避難所の毛布等につきましても、そ

れが十分に対応されておらんというふうなことになっております。こ

れにつきましても順次整備をするように考えております。それから人

的業務委託でございます。これのなかで契約時期とかその時間数とか

社会保険の加入状況等が質問をされました。契約時期は４月１日とい

うことでございます。今年の契約につきましては、１７年の実績等を

加味しながらその時間数についての契約をしております。ただその契

約のなかでは、指定管理等に移行した施設もございます。それを除い

た分の契約となっております。社保加入でございますが、これは週の

勤務時間数によって、社会保険に加入すると、それができるとかでき

ないというふうなことになっております。それに基づいての社保加入

がされておるということで、この比較をしましたなかにおきましても、

適切にその事務についてはとられておると認識をしております。それ

から保育所の給食で職員が担当した部分を人的業務委託の方に振り替

えたということでございます。これにつきましては、そこの人につい

ての業務委託をお願いしたということで、保育所業務そのものを民間

委託したということではございません。したがいまして、保護者等へ
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の説明はなされておりません。 
以上でございます。 

○松 浦 議 長   以上で、再質問の答弁を終わります。 

再々質問がありますか。 

○入 本 議 員   再質問の答弁漏れについてお伺いします。 

○松 浦 議 長   どこが答弁漏れですか。 

言って下さい。 

○入 本 議 員   今、言いましたように支所長と兼務した、課長を兼務した件は明確

でないので再度、明確にお願いいたします。 
それから支所長の先ほどありましたんですが、支所の苦情があるた

め、事情があるためと、人事の異動のなかで支所間の問題がある、そ

の事情というものは公表できるものかできないものか、どういう支所

長とのやりとりがあったのか、その理由を聞かせてもらわないと、こ

の人事交流の意味が分からないんですよね。だから部長並びに支所長

とやられたいうことは、このような体系をとられたいう理由が分から

ないと、広報に書かれておる６項目の趣旨が伝わってきません。そう

いう意味で、聞いているだけなんで、どういう協議の内容で支所の者

が本庁に行って、本庁のものがまた支所に帰ったと、苦情があるとい

うようなその内容をお知らせを願いたいというふうに思います。 
それで、将来、人員減、退職者が出た場合に事務量の関係で聞いと

るのは、支所というのはどんどん人数を減らしていくのかということ

と、支所長が退職する場合は次の課長があがって、支所長がまた兼務

するのか、その将来展望も聞いとるわけですが、その答えもないんで、

それも聞いとるわけでございます。 
○松 浦 議 長   以上３点ですね。 

ただいまの確認、答弁漏れのなかの答弁を求めます。 

市長 児玉更太郎君。 
○児 玉 市 長   支所と本庁の交流、入本議員さんのご趣旨は交流をしっかりやれと、

そういうようなご趣旨と承っておるのでございまして、これについて

は、今後、十分異動のなかで検討していきたいと思います。ただし、

先ほども申し上げましたとおり、組合員と市民と支所との関係も考え

ながら、私は人事異動をやっていくということが、支所のエリアの市

民の皆さんのことを考えているというように考えておりますので、そ

ういう観点から人事異動をやっていかにゃあいけんというふうに考え

ております。 
○松 浦 議 長   もう一点の答弁漏れについて、答弁を求めます。 

助役 増元正信君。 

○増 元 助 役   先ほどもそのように申し上げたつもりでございますけど、支所長さ

んと地域振興課長の兼務につきましては、それなりの実績もあり当然

能力もあられるわけで、現在取り組んでいただいておるところを兼務

で引き続きお願いしたいということで、４月１日にお願いしたところ
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でございます。 
以上です。 

○松 浦 議 長   以上で再質問の答弁を終わります。 

再々質問ありますか。 

○入 本 議 員   議長。 

○松 浦 議 長   １４番 入本和男君。 

○入 本 議 員   私も、前に議長から注意を受けたんで、意見をなるべく言わずに、

本文だけを質問しとるわけなんですが、ちょっと質問が多いかったな

と、ご迷惑かけとるんではないかなと思っとるんですが、ここまでき

たらちょっとやらにゃあいけんと思っておりますんで、その点ご理解

いただきたいと思います。 
さっき言いましたように例規集に載っとる運用いうのはできると判

断して、どういうかたちでできるんか教えていただきたい。本来なら

主幹とか担当課長を置けんというのじゃないですけど、書いてないん

ですよね。本庁には書いてある。そういうところを、担当課長を例え

ば八千代には担当課長は置けないのにわざわざ置いとるという、その

理由はどういうとこの例規集の運用でできるんか聞いとるんですよ。

それが、主幹いうのが３名おられて支所に、担当課長が１名おられる

んですよね。そこのところを聞いとるんですよ。わたしら素人なんで、

プロの人が、例規集に従ってやっておられる方に説明を受けているわ

けなんですよ。わかりやすく説明してもらわないと能力あるけえない

けえではなしに、そういうふうに、分かりやすくそのために質問しと

るわけなんで、その点をよろしくお願いします。 
市長に伺うんですけど、やっぱり支所充実と言われるなかで方針は

変わってないと思うんですよ。それで、このたび当初からいうたら２

２名からだんだん減になってきておる気がするんですね。それでこの

たび１８名とか、分室においても１名減とかあるわけなんですよね。

将来、がんがん絞って、市長が任期満了ごろには出張所にするんだと

か、いやいやその後も支所にして、今の支所長のかたちでやっていく

んだという、最後に支所というもののあり方をここでお聞きしたいの

が、ちょっとぐらついた人事がありましたもんで、ちょっと不安にな

ったわけなんですよね。その点をお聞きしたいということなんです。 
それと、私が危機管理体制のところで言ったのは、よーいどんで支

所と本庁が解散しなさいいうわけじゃないんです。支所というものは

本部の指示を仰いで動くんだから、本部が、向原は解散よし、甲田も

よし、美土里は水害が多いから待てと、待機と、そういうふうなかた

ちでいっとるわけでして、本部の司令によって動くのが支部の体系で

はないですかと伺がっとるわけでありまして、私が全部よーいどんで

残しなさいといっておるわけではございませんので、その点、誤解の

ないようにお願いしたいと思います。すべてやはり本部の指示を仰い

で、支部が動くのが本来の姿だと私は思っておりますので、例えば甲
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田町で人探しになったら本部はやはり本庁から来た方が支所で本部長

であってそれが指揮をとって、その支部長が団長になられるんか、支

所長になられるんか、分かりませんけど、それで本庁の方が甲田支部

解散というふうに指示を出されて、本部が解散するような形のほうが

ベターではないかと言っとるわけでして、決して人件費云々という問

題のなかでちょっと誤解があったいうような気がしますんで、私はそ

の点、念を押しておきますし、そういう形であろうと思いますし、本

部というものもそういうあり方ではなかろうかというふうに私は思っ

とるんで、その点の再確認をする意味で市長の考えをお聞きするもの

でございます。 
あまり長くなっても、本来ならまた次にも委員会等もあるんで、こ

れはもう動いているものなんで、置いとくもんでもない、次の９月の

定例会まで待って云々する問題でもないんですね。そういう点で、私

もちょっとこの場を借りて、伺っとるような状態です。人的業務にお

きましても、契約にいくんでも、私が言うとるのは、１ヵ月前に行っ

とるんならいいですが、当月に入って契約に行ったりですね、勤務時

間数ですね、それは財政を抑えるために勤務時間をこうせいとか、実

態よりか金額で先に押しつけとるような実態を確認しとるから、こう

いう質問をしとるわけなんですよ。やっぱり支所、分室の現状を十分

に理解して、財政効果というものは金がかかっても市民が中心だと市

長が言われるように、金がかかったけど市民が喜んでくれたのならわ

しらがもうちょっと他のところで始末しようやとかいうようなかたち

になるのが本来だと思うんですよ。支所の充実というのは。だけど、

支所の人数は減される、分室の任務は今のように勤務時間を下げられ

る、それでサービスはどんどんせい、本庁は全然その人数もですね、

１００人多いといいながらですよ、それでまだ臨時も抱えておると、

それでは筋が通らんのではないですか。表向きは非常に文書ではいい

ことをここに今書いてあるんですよね。人事交流でも私は事情が分か

れば、それは別に思いません。書いとるのは、市の広報紙がそういう

人事のことを書いとるんですよ、人事のことを。６項目に分けて。全

然違ったかたちになってくるんで、おかしいなと思って私は伺ってお

るわけなんで、非常にこのたびは兼務者が多くて、本当に人がおらん

のかいのと思ったりするわけなんですよ。このたびの役職によってか

えって人件費が、役職を上げたためにですね、人件費が上がるという

ケースもあるんではないかと私は思うんですよ。このたびの補正でも

人件費人件費、異動のため異動のため、そのプラマイをチェックまで

私はようしとりませんけど、やはり昇給も少し我慢してもらって、そ

ういう配慮があってやっぱし地域に貢献してもらいたいいうのがある

わけです。だから決して私がああしてもらいたいとかこうしてもらい

たいとかじゃなくて事実に基づいて質問しとるし、それから書類に基

づいていっとるんでその点誤解のないように正すことを言っとるわけ
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です。ただ１点、危機感のなかで生の声がありますので、この声を聞

いていただきたいと思います。 
現在、安芸高田市の土木業者は受注料の減少から人員整理、手持ち

の機械を処分などして会社が小さくなっています。地域的な仕事のよ

たりから地域によってはさらに小さくなっている会社もあります。○

○町はその典型ではないでしょうか。このような地域では災害が起き

たとき、今までどおりの対応ができるか疑問があります。仕事がない

現状で安芸高田市の要請に応えられる業者も応えられない業者も出て

くるかもしれません。災害時に要請を受けれないことがおきて、災害

時にひどくなることがないように災害時の協定や正確な業者の内情を

調査すべきと思います。これから梅雨時期に入ります。安芸高田市の

調査と対策をお願いします。やっぱしこういう危機管理をもった業者

もですね、育ててあげてください。今日の入札にもありましたけど。

やっぱり近くの業者を頼っておられるんです。何かあったらすぐにと。

危機管理いうものは今日の地震というものは、今日の明日にあるかも

分からない、そういう面でですね、やはり、声からまた必要性から出

ておるものがありますんで、その点をご理解いただきたいと思います。 
ちょっと私も多くの質問をしすぎてあれじゃったんですが、答弁す

るときにはやっぱり箇条的にぽんぽんと答えてもらったほうがいいと

思いますんで、最後の質問に対しての答弁をお願いします。 
○松 浦 議 長   再々度の質問に答弁を求めます。 

まず市長 児玉更太郎君。 

○児 玉 市 長   災害時の対応については、昨年は合併当初であるということでいろ

いろ課題もあったわけでございますが、昨年の課題を整理しながら、

本年は取り組みをしていくということで、今それぞれ本庁支所間の連

携を強めているところでございます。人事の異動、あるいは人の削減

の問題については先ほど来申し上げていますとおり、本当に財政が危

機的な状況になりつつあると、こういうなかでどうしてもその人件費

の削減をせざるを得んと、こういうことのご理解は賜りたいと思いま

すし、当面１００人の人を減らしてもなお人は多いんじゃなかろうか

と、しかし分権が降りてくるなかで、それぞれ職員に無理をお願いを

することがあると、いうことも我々も十分承知をしております。そう

いう意味で支所の皆さんにも痛みをお互いに分かち合っていただきた

いということをお願いしたいと思います。そうは言っても、町民が来

たときに支所で対応できんことがあってはいけませんので、その点は

十分考慮していきたいと、このように思います。また、支所で現在や

っておりますいろいろな業務のなかでも、もう少し合理化し、本庁に

統合した方がええんじゃないか、というような仕事もございます。例

えば水道下水の管理等についてもですね、それぞれ支所の職員がです

ね、電話を持ってですね、２４時間やっぱり対応せんにゃあいけんと、

ちょっと故障があれば、ピーが鳴って行かにゃあいけんとか、そうい
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うようなことがそれぞれの支所で大変職員にも負担になっとるんじゃ

なかろうかとこういうようなこともあります。そういうものをやはり

もう少し職員に負担のかからないような合理化の方法はないだろうか

というようなことも、今後検討していく必要があろうかと思いますん

で、支所ばっかり合理化するんでなしに支所と本庁がお互いにやはり

合理化をしていくということが必要であろうということのご理解を賜

りたいと思います。また、先ほどの土木業者の非常に厳しい声も我々

も聞かせてもらっておるわけでございます。したがって、特にそうい

う公共事業についてはもうほとんど市内の業者に入札をお願いしとる

ということで、できるだけ市内の業者を育成していくという基本線で

やっていきたいと思いますが、何分にも公共事業が減ってくるという

のが実態でございますので、我々としても非常に悩んでおるところで

ございます。しかし、単市でやる事業というのはなかなかもう今後難

しくなると思います。しかし、国の事業、あるいは県の事業でやる事

業には公共事業にはなお余力があると思います。現在でも用地が調整

できないために、２年も３年もせっかくついた事業費を流していくと

いう実態があります。これは非常にもったいない。ここをやりたいと

思うとるのになかなか用地が交渉できんとこういうこともありますの

で、そこらは市としても単市の公共事業は減ったが、そういう国・県

の公共事業をまだまだとってくる余地はあると、これは問題は用地調

整なんです。いうことでそこらの努力はしていきたいというように考

えています。 
○松 浦 議 長   あの例規集のはどなたが答弁してですか。 

答弁を求めます。 
総務課長 高杉和義君。 

○高杉総務課長   支所に担当課長、主幹が置けるように例規に載っていないというこ

とでございます。例規につきましては３月末に市職の運用に係る規則

の一部改正というのを行っております。それによりまして、また後日

例規集の差し替え、追録等で整理をさせていただきたいと、こう思い

ます。それと災害の本部と支部の関係でございますが、ご指摘のとお

りでございます。ただ人探し等が発生した場合には、それぞれその現

地におきまして現地の本部を設置いたします。そこでその責任者を選

定いたしまして、それによっての対応をしていくということでござい

ます。 
以上でございます。 

○松 浦 議 長   入本議員に再度問います。 
答弁漏れはありませんか。 

○入 本 議 員   ありません。 

○松 浦 議 長   以上で、入本和男君の質問を終わります。 

以上で、本日の一般質問を終了いたします。 
これをもって本日の日程を終了いたし散会いたします。 
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議事の都合により明日１６日から２２日までを休会といたし、次回

は２３日午前１０時に再開いたします。 
ご苦労さんでした。 
～～～～～～～～◯～～～～～～～～ 

午後２時４５分 散会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 149

 

 

 
地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 
 

 

安芸高田市議会議長 

 

 

 

安芸高田市議会議員 

 

 

 

安芸高田市議会議員 

 

 

 


